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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、カンボジア王国、タイ王国、ベトナム社会主義共和国よりそれ

ぞれ技術協力の要請を受け、地域協力「メコン地域における税関リスクマネジメントプロジェク

ト」を、2008年2月から3年の計画で実施してきました。 

今般、2011年3月末のプロジェクト終了を前に、プロジェクト活動の進捗状況、実績を整理・確

認をするとともに、プロジェクトについて評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持

続性）の観点から評価を行うことを目的として、2011年2月13日から2月26日まで、独立行政法人

国際協力機構 公共政策部（現産業開発・公共政策部）財政・金融課長 阿部 裕之を総括とする

調査団による終了時評価調査を行いました。 

本報告書は、同調査結果を取りまとめたものです。この報告書が、本プロジェクトの成果を今

後のメコン地域における税関分野の更なる発展を進めるうえでの指針となるとともに、今後の類

似分野での技術協力プロジェクトの案件形成・実施にあたっての参考となることを祈念します。 

最後に、本調査にご協力いただいた内外関係者の方々に深い謝意を表します。 

 

平成23年 5月 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発・公共政策部 部長 桑島 京子 
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1．タイにおける合同調整委員会の様子 2．タイ税関とのミニッツ署名 

 

 

 

 

 

 

 

4．ベトナム税関総局外観 

3．カンボジア関税消費税総局に導入された

税関リスクマネジメントデータベース

システム（CRMDS） 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：カンボジア王国、タイ王国、 

ベトナム社会主義共和国 

案件名：メコン地域における税関リスクマネジメ

ントプロジェクト 

分野：財政・金融 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：公共政策部 協力金額（本評価時点）：1億7,000万円 

先方関係機関：カンボジア国関税消費税総局

（GDCE）、タイ国税関局（TCD）、ベトナム国税関

総局（GDVC） 

日本側協力機関名：財務省関税局 

協力期間：2008年2月 ～ 2011年3月 

他の関連協力： 

・カンボジア国「税関リスクマネジメントプロジ

ェクト」（2005年～2007年） 

・ベトナム国「税関行政官能力向上のための研修

制度強化プロジェクト」（2009年～2012年） 

・ベトナム国「税関行政近代化のための指導員養

成プロジェクト」（2004年～2007年） 

１－１ 協力の背景と概要 

 メコン地域開発は、2015年に前倒しされた東南アジア諸国連合（Association of Southeast Asian 

Nations：ASEAN）経済統合に向けて、域内の経済格差を是正するための重要課題であり、2006

年12月には、タイ王国（以下、「タイ」）・ムクダハンとラオス人民民主共和国・サバナケットを

結ぶメコン第2架橋が開通し、ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」）からミャンマー連

邦までのメコン東西回廊がひとつにつながった。域内数カ国を通過する人・モノの移動がメコ

ン地域内の経済を活性化させる鍵とされており、国境を越えた人・モノの円滑な移動のための

制度整備・人材育成が喫緊の課題となっている。 

このようななか、各国税関には、円滑な貿易のための通関手続きの迅速化が求められている

一方で、違法取引の取締りやテロ対策等国境での監視を遺漏なく行うことが責務となっている。

この相反する2つの要請に対して税関が役割を果たすためには、財政的、人的資源を有効に活用

する必要がある。具体的には、通関情報を蓄積・分析したうえで、ハイリスクの通関を厳密に

取り締まる一方で、ローリスクの通関については簡素な手続きとすることを可能にするための、

リスクマネジメント手法を導入することが必要であり、このための人的・組織的な能力の向上

を図ることが各国税関には必要とされている。 

上記のような背景の下、カンボジア王国（以下、「カンボジア」）、タイ、ベトナムからそれぞ

れ、税関リスクマネジメントに係る支援要請が出され、3カ国を対象とした技術協力プロジェク

トが採択された。 

 

１－２ 協力内容 

 本プロジェクトは、国際基準に合致した税関リスクマネジメントを効率的、効果的に実施す
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る能力を向上させることを目的に、カンボジア関税消費税総局（General Department of Customs and 

Excise：GDCE）（以下「GDCE」）、タイ税関局（Thai Customs Department：TCD）（以下「TCD」）、

ベトナム税関総局（General Department of Vietnam Customs：GDVC）（以下「GDVC」）をカウン

ターパート（Counterpart：C/P）機関として、2008年2月より2011年3月までの3年2カ月間の予定

で実施されており、現在3名の長期専門家（税関行政、リスクマネジメント、業務調整／研修）

を派遣中である。 

 （1）上位目標：カンボジア、タイ及びベトナムの税関が、税関リスクマネジメントを導入する。

 

 （2）プロジェクト目標：カンボジア、タイ及びベトナムの税関が、国際基準に合致した税関

リスクマネジメントを効率的、効果的に実施する能力を獲得する。 

 

 （3）アウトプット： 

1）リスクマネジメントアクションプランが作成される。 

2）中央レベルのリスクマネジメント実施体制が整備される。 

3）地方モデルサイトのリスクマネジメント実施体制が整備される。 

4）リスクマネジメント情報データベースが開発される。 

 

 （4）投 入（2011年2月現在） 

日本側：（総投入額：1億7,000万円） 

・日本人専門家 

長期専門家：延べ4名 

短期専門家：延べ14名 （5.03MM）* 2011年3月末までの見込みを含む。 

・本邦研修：カンボジア、タイ、ベトナムより各15名、計45名 

・機材供与：約19万4,000ドル（うち、カンボジアのCRMDSに17万5,000ドル） 

カンボジア、タイ、ベトナム側： 

・C/P配置：GDCEより20名、TCDより24名、GDVCより36名 

・プロジェクト事務所スペース：TCD内に供与 

・オフィス設備：3カ国においてセミナー・研修開催時に適宜供与 

 

２．終了時評価調査団の概要 

調査団 日本国側 

（1）総 括   阿部 裕之  JICA 公共政策部 財政・金融課 課長 

（2）協力企画  辻  研介  JICA 公共政策部 財政・金融課 調査役 

（3）評価分析  田中 祐子  （株）VSOC 第2事業部 コンサルタントグループ

調査期間 2011年2月13日 ～ 2011年2月26日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）プロジェクト目標の達成見込み 

 プロジェクト目標：カンボジア、タイ及びベトナムの税関が、国際基準に合致した税関

リスクマネジメントを効率的、効果的に実施する能力を獲得する。 
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本プロジェクトの目標はタイではおおむね達成されており、カンボジアとベトナムでは

ある程度達成されていると判断された。対象各国における税関リスクマネジメントの導入

は、プロジェクト開始時点でそれぞれ異なる段階に位置しており、プロジェクト目標の達

成度も国ごとに状況が異なった。TCD及びGDVCは、国際基準に合致した税関リスクマネジ

メントの効率的・効果的な実施に向けて着実に進んでいるものと判断される。他方、カン

ボジアでは、リスクマネジメントは2008年に導入されたばかりであり、それが国際基準に

達するまでには更なる時間を要するということが報告された。 

プロジェクトデザインマトリックス（Project Design Matrix：PDM）の指標からは「何を

以って国際基準に合致している」と判断するかにつき、具体的な判断基準が示されていな

かったが、TCDでは世界税関機構（World Customs Organization：WCO）のガイドラインに

沿ったリスクマネジメントが実施されており、GDVCでは日本やWCOの取組みと比較し、

その手法が国際基準に合致する方向に向かっていることに対する自信を深めたことが報告

された。 

なお、タイ及びベトナムにおいては、リスクマネジメントの手法が既に確立段階にあり、

その具体的手法やリスクインディケータ、プロファイルなどの情報は機密情報として扱わ

れているが、これはプロジェクト目標達成への阻害要因となり得たことが確認された。カ

ンボジアでは、日本をはじめ先行する国々の経験を多く吸収したい意向があったが、これ

も上述の制約を受けたことが報告された。 

 

 （2）各アウトプットの達成状況 

アウトプット1における「アクションプラン」は、プロジェクト開始初期に本プロジェク

トのPlan of Operationのことを指すことで関係者の合意が図られた。対象3カ国においてPlan 

of Operationが策定され、2009年の合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）で

承認されており（指標1-1）、本アウトプットはおおむね達成されたといえる。これに加え、

対象各国の関税局ではリスクマネジメントに関して各組織独自のアクションプランを策定

しており、これらは独自のイニシアティブにより適宜更新されている。 

アウトプット2～4の達成状況については、以下のとおり国ごとに概観する。 

・アウトプット2：中央レベルのリスクマネジメント実施体制が整備される。 

・アウトプット3：地方モデルサイトのリスクマネジメント実施体制が整備される。 

・アウトプット4：リスクマネジメント情報データベースが開発される。 

 

＜カンボジア＞ 

カンボジアではアウトプット2はおおむね達成された。リスクインディケータ及びプロファ

イルは本プロジェクト開始後初期の段階で設定され、必要に応じ更新されている。GDCEにお

いてリスクマネジメントは2008年5月に公式に導入されたが、これはシアヌークビルに自動通

関システム（Automated System for Customs Data：ASYCUDA）を導入した時期とも重なる。さ

らに、プロジェクトではITシステム開発（アウトプット4）に係る協議等を通じ、カンボジア

のリスクマネジメント手法がより分析的となるよう指導した。 

アウトプット3に関し、一部の地方税関において上述のリスクインディケータや、選定基準

と同様の（しかし規模は小さい）ものが導入されたが、地方税関に特化したインディケータ
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や選定基準の設定には至っていない。このため、アウトプット3の達成度は限定的であると判

断された。 

アウトプット4は以下の理由からある程度達成されていると判断された。「税関リスクマネ

ジメントデータベースシステム（Customs Risk Management Database System：CRMDS）」と呼

ばれるITシステムが開発され、2011年2月にインストールが完了した。プロジェクトでは中央、

及び地方レベルのGDCE職員を対象に本システムの使用法に関する研修を実施した。さらに、

CRMDS開発プロセスはリスクマネジメントにおける選定基準に対する理解の向上にも貢献

したものと考えられる。しかしながら、CRMDSは評価時点で公式な運用開始がなされておら

ず、運用開始後システムが問題なく動くかどうかにつき未確定であった。 

 

＜タイ＞ 

タイでは1999年にリスクマネジメントが導入され、リスクインディケータ、プロファイル、

選定基準等は中央・地方両レベルにおいて同じ時期に既に設定されていた（指標2-1及び3-1）。

当該分野に係るガイドラインやマニュアルは、EDI（Electronic Data Interchange）システムに

関するガイドライン（2000年）や「プロファイリングに関するユーザーマニュアル」（2010年）

等がTCD側のイニシアティブにより策定されている（指標2-2及び3-2）。このため、アウトプ

ット2及び3はおおむね達成されており、本プロジェクトの協力によりCORPUSデータベース1)

へのアクセス権を得て、その情報を基に既存のインディケータやプロファイルの更新・改善

がなされた。 

アウトプット4については、本プロジェクト開始前よりリスクマネジメントのシステムが設

置されており、プロジェクトでは上述のデータベースへのアクセス権を得るための資金的支

援により、システム上の企業プロファイルの改善に貢献した。このため、アウトプット4はお

おむね達成されているといえる。 

 

＜ベトナム＞ 

ベトナムでは、プロジェクト開始前の2006年よりリスクインディケータ及びプロファイル

が設定され、当該分野に係る規定やガイドライン、マニュアルも整備された。これらはGDVC

側のイニシアティブにより適宜更新されており、本プロジェクトから得た知見なども参考に

している。これらの状況を踏まえ、アウトプット2及び3は、GDVC側の強いイニシアティブも

ありおおむね達成されていると判断された。 

アウトプット4に係る活動として、プロジェクトで開発するシステムに関する協議や検討が

重ねられたが、プロジェクト内でのシステム開発は中止されるに至った。GDVCでは既に独自

のシステム2)を有しており、独自の努力により本システムがアップグレードされることになっ

た。このため、ベトナムにおけるアウトプット4の達成度は限定的であると判断された。 

 

                                                        
1) タイ国内の民間企業が所有する企業データベースの呼称であり、プロジェクトでは右データベースのアクセス権を購入するにあた

り、主に資金面での協力を行った。 
2) 右システムは「Riskman」と呼ばれる。アップグレードにより「RiskmanII」が 2011 年 1 月より始動した。 
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３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性 

本プロジェクトの上位目標とプロジェクト目標の内容は、対象各国の国家政策、日本の

協力方針並びに同分野における協力手段としての適切性に照らして再検討した結果、現時

点においても妥当性が高いといえる。 

国家政策に基づく優先度として、本プロジェクトはカンボジア「リスクマネジメントを

通じた貿易の促進3)」、タイ「第10次国家経済社会開発計画（TFY2007-2011）」、及びベトナ

ム「税関近代化戦略（2010年）」にそれぞれ合致している。また、リスクマネジメントの強

化及び貿易促進は、カンボジアGDCEの「税関近代化プログラム（2003-2008及び2009-2013）」、

タイTCDの組織概要と目的、ベトナムGDVCの「税関近代化戦略4)」のなかでもそれぞれ言

及されている。 

日本政府の協力方針に鑑みれば、本プロジェクトは「日本・メコン地域パートナーシッ

プ・プログラム（2007年1月）」に挙げられる貿易・投資の拡大に貢献し得る協力であると

言える。さらに、我が国の対カンボジア国別援助計画（2002年2月）の「持続的な経済成長

と安定した社会の実現」、対タイ経済協力計画（2006年5月）の「持続的成長のための競争

力強化」、対ベトナム国別援助計画（2009年7月）の「経済成長促進・国際競争力強化」に

資する協力であることから、本プロジェクトの内容は我が国の開発援助戦略にも合致して

いる。 

なお、協力分野であるリスクマネジメントは、貿易促進と税関管理という2つの相反する

重要課題をともに満たすうえでのアプローチとして、国際的に推進されている手法であり、

協力手段としても適切であったといえる。 

 

 （2）有効性 

本プロジェクトの有効性はある程度確保されているといえる。上述のとおりプロジェク

ト目標はタイではおおむね達成され、カンボジアとベトナムではある程度達成されている

と判断された。TCDは、プロジェクトを通じて同分野の知見を深めるとともに、自国のリ

スクマネジメントがWCOガイドラインにも準拠した国際基準にあることに自信を深めてい

る。ベトナムGDVC関係者についても、プロジェクトの活動を通じて自国のリスクマネジメ

ントが国際基準に到達するための正しい方向に進んでいると確信が持てたと報告してい

る。他方、カンボジアGDCEでは2008年にリスクマネジメントが導入されたが、国際基準へ

の到達までには更なる時間を要するであろうことが確認された。 

アウトプットとプロジェクト目標の因果関係については、タイとベトナムではプロジェ

クト開始前より既にリスクインディケータやプロファイルが設定されており、プロジェク

トではこれらの改善・更新に間接的に貢献した。カンボジアでは本プロジェクトに先行す

る協力によりリスクインディケータやプロファイル設定準備が進められ、プロジェクト開

始後初期の段階でこれらが設定された。いずれの国においても、インタディケータやプロ

                                                        
3) 2006 年 3 月省令第 21 条（Sub decree 21）による。 
4) 現行のものは 2010 年までの戦略であり、GDVC では現在 2011 年～2015 年をカバーする戦略を策定中である（2011 年 2 月、GDVC

関係者とのインタビューによる）。 
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ファイルの改善にあたっては、各国税関独自のイニシアティブで進められてきた面も見受

けられ、特にタイとベトナムにおいてはこの傾向は顕著であった。 

 

 （3）効率性 

本プロジェクトの効率性は、タイではおおむね適切であったがカンボジアとベトナムで

は効率性を低減させる要素が確認された。 

効率性に貢献した事項として、3カ国を対象とした第三国セミナーと本邦研修の実施が挙

げられる。右セミナー・研修では対象3カ国の参加者を得て、当該分野における技術移転を

行うとともに、日本や参加各国での経験を幅広く共有できた点において効率的な実施が可

能となった。 

カンボジアとベトナムに対する技術移転は、長期専門家の定期的な訪問ベースで実施さ

れたが、そのアプローチ故に専門家及び2カ国のC/Pとの間で、プロジェクトの協力内容に

関する十分な相互理解を得ることが容易ではなかった。特に、ベトナムではプロジェクト

が実施するセミナーの内容等が、必ずしも参加者のレベルやニーズに十分に合致したもの

ではなかったケースも報告されており、これらは上述の相互理解の不足にも要因があった

ものと考えられる。 

カンボジアとベトナムにおいては、ITシステムの開発（アウトプット4）に係る活動に遅

れや変更が生じたことも確認された。共通する要因の一つとして、開発するITシステムへの

日本側とC/P側双方の理解が十分ではなかったことが挙げられる。なお、カンボジアでは調

達手続きに時間を要したことも活動の遅延につながったことが報告された。 

他方、タイではプロジェクトの投入はおおむね効率的にアウトプット産出に活用された。

プロジェクトの研修やセミナー等の成果が、中央・地方レベルの税関におけるリスクマネ

ジメント手法の改善に役立てられたことが報告された。なお、活動の妨げとなり得た要因

として、既述のリスクマネジメントに係る守秘義務が指摘され、これが両国における具体

的な経験の共有にあたって阻害要因となったことが報告された。 

 

 （4）インパクト 

前述のとおり税関リスクマネジメントは、タイとベトナム間において、プロジェクト開

始前より導入されており、カンボジアではプロジェクトの開始初期の段階で公式に導入さ

れた。導入以降、右手法はこれまで各国においてそれぞれ強化されてきたが、これは各国

税関独自のイニシアティブによるところも大きい。このため、本プロジェクトの実施のみ

によるインパクト発現の検証は困難であるが、プロジェクトの実施により、対象3カ国すべ

てにおいて関税局内の他部署との関係が強化されたというプラスの要素が確認された。特

にベトナムでは局内のみならず外部組織との関係も強化されたことが報告された。 

インパクトの一つである上位目標「カンボジア、タイ及びベトナムの税関が、税関リス

クマネジメントを導入する5)」の達成見込みは、各国で異なるレベルではあるものの、その

達成に向けて進捗していることが確認された。 

                                                        
5) 英文 PDM の記載では、上位目標は”World class customs risk management is implemented in the Mekong region to facilitate international 

trade and to secure the societies from hazardous consignments”と表記されている。 
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タイとベトナムでは、プロジェクトの実施により日本税関やWCOに準じたリスクマネジ

メントへの知見を深めるとともに、自国の手法が国際基準に合致した方向に向かっている

ことに自信を深めるに至った。 

なお、プロジェクト実施による負のインパクトは、現時点で確認されていない。 

 

 （5）持続性 

本プロジェクト効果の自立発展性は、以下の観点からタイとベトナムでは比較的高いも

のの、カンボジアでは十分に確保されているとは言い難いと判断された。 

1）政策面： 

政策面では、対象3カ国においていずれも比較的高いと判断された。カンボジアにおい

て、リスクマネジメントは「改革・近代化プログラム（2009～2013年）」の重点戦略の一

つである「貿易促進と安全保障」に係るアクションプランに含まれており、これらは前述

の省令第21条（2006年3月）に準拠している。タイでは、「国家競争力と社会的保護のため

のワールドクラス税関」を目指すTCDの組織的ビジョンの下、リスクマネジメントが貿易

促進と税関管理のための優先分野であることが確認された。ベトナムGDVCでは、「税関近

代化戦略（2011～2015年）」と、その長期戦略（2020年）を策定中であり、この中で税関リ

スクマネジメントは優先課題に位置づけられる見込みである。このことから、政策面の観

点からの持続性は、対象3カ国すべてにおいておおむね確保されていると判断された。 

 

2）組織・財政面： 

組織・財政面において、タイ及びベトナムではこれまで独自の人的・財政的資源により

リスクマネジメントが実施されており、これらの活動がプロジェクト終了後も継続される

見通しは比較的高い。特にタイでは、中央のリスクマネジメント担当課において、毎年定

期的に地方税関職員に対する研修を実施しており、2011年4月には約80名の地方税関職員を

対象とした研修が計画されている。 

他方、カンボジアでは、GDCE側のコミットメントもあり、プロジェクト効果の継続に

向けての組織的体制は、ある程度確保されているものの、財政面の持続性に課題が残って

いる。カンボジアでは2008年に税関リスクマネジメントが導入されたばかりであり、

CRMDSは2011年2月にようやくインストールが完了した。今後、プロジェクト終了後に

GDCE独自の努力により右システムの運用開始が見込まれるが、その運用を着実なものと

するため、更なるフォローアップ協力の必要性も示唆された。なお、JICAの経費負担にて

確保されているCRMDSのサポート期間（1年間）終了後に、右システムの維持管理・更新

を独自に継続するための組織・財政的な具体的措置が見込まれるのであれば、その持続性

は更に高められると思われる。 

 

3）技術面： 

本プロジェクトにより伝えられた技術について、タイとベトナムではプロジェクト終了

後も継続的に活用される見通しがあると判断された。技術面での持続性に貢献する要素と

して、TCDのリスクマネジメント課は、地方税関職員に技術的アドバイスを提供する十分

な能力を得るに至っている。本プロジェクトを通じて得た技術的知見は、タイとベトナム
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の各リスクマネジメント担当課職員による日々の業務のなかでも、引き続き活用できる見

込みが高いことが報告された。さらに、地域レベルでは、タイとベトナムの関税局間での

技術交換が今後も引き続き計画されているなど、技術面の持続性に貢献する要素が確認さ

れた。 

他方、カンボジアでは技術面での持続性に課題が残されている。CRMDS使用法に関する

研修は2011年1月に中央・地方レベル職員に対して実施され、CRMDSのシステム面をサポ

ートする専任スタッフも1名配置されているが、右システムの本格的な運用開始後に何ら

かの技術的サポートが必要になる可能性が残されている。なお、CRMDSのサポート期間（一

年間）は、業者からの技術的サポート、及び維持管理が提供される見通しである。 

 

 （6）効果発現に係る貢献・阻害要因 

1）貢献要因： 

① 先行する協力が本プロジェクトの準備段階として効率的に機能し、各対象国でのプロ

ジェクトの活動のスムーズな実施に貢献した。 

② 地域合同調整委員会（Regional Joint Coordination Committee：RJCC）の開催により各

参加国間の情報交換や関係強化につながった。 

③ 対象国間同士での地域レベルでの技術交換がプロジェクトの効果発現に貢献した。 

 

2）阻害要因： 

④ リスクマネジメントに関する情報の守秘義務により、対象各国間での経験や技術・情

報の共有に制限をもたらした。 

⑤ カンボジアでのITシステム開発は、システム開発業者と日本人専門家がともにタイを

拠点にしていることから、相互理解の醸成が容易ではなかった。なお、調達手続きに

時間を要したことも活動の遅延につながったことが報告された。 

⑥ ベトナムでのITシステム開発は、どのようなシステムを開発すべきかについて双方の

十分な共通理解の醸成に至らず、最終的には開発が中止されることとなった。 

 

３－３ 結 論 

本プロジェクトは、アウトプット4に係るカンボジアとベトナムでの活動の遅れや、軌道修正

を除いてはこれまで順調に進捗しており、対象3カ国の税関においてレベルの差はあれ、リスク

マネジメントの強化につながった。特に、カンボジアではCRMDSの開発によりその更なる強化

が今後見込まれている。国ごとの成果達成度として、カンボジアでは、アウトプット1と2はお

おむね達成された一方、アウトプット3の達成は限定的であり、アウトプット4とプロジェクト

目標はある程度達成された。タイでは、プロジェクト目標とすべてのアウトプットはおおむね

達成された。ベトナムでは、アウトプット1、2及び3はいずれもおおむね達成しているが、アウ

トプット4の達成度は限定的であり、プロジェクト目標はある程度達成されたと判断される。 

5項目の観点からの評価結果は、妥当性は対象3カ国において比較的高いが、有効性は3カ国全

てにおいてある程度確保されていると判断された。効率性は、タイでは適切であり、カンボジ

アとベトナムでは、効率性を低減させる要素がそれぞれ確認された。インパクトとして、タイ

とベトナムの税関同士で地域レベルの技術交換が今後も自発的に計画されているほか、各税関
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内他部署との関係が強化されたことも報告された。さらに、ベトナムでは、外部機関との関係

強化につながる事例も報告された。持続性は、タイとベトナムでは、政策面、組織・財政面、

技術面ともに比較的高いと判断されたが、カンボジアでは、政策面では比較的高く、組織面で

もある程度の持続性が確保されているものの、財政面・技術面に課題が残されていることが確

認された。 

 

３－４ 提言と教訓 

３－４－１ 提 言 

調査結果に基づき、調査団は以下のとおり提言を行った。 

  （1）TCD及びGDVCは、プロジェクト終了後も地方税関職員の研修を、独自のイニシアティ

ブにより継続的に実施すること。特に、TCDでは地方税関職員に対する定期研修を組

織的に実施しており、右イニシアティブの継続が望まれる。 

  （2）技術交換に関し、タイとベトナム間で域内交流が開始されつつあり、このようなイニ

シアティブを、カンボジアを含む近隣諸国にも広めることが望ましい。 

  （3）上記技術交換において、域内全体でのリスクマネジメントの能力向上を図るためには、

各国の法律に準拠しつつも、よりオープンな情報・技術交換がなされることが望まし

い。 

  （4）GDCEは2011年3月のプロジェクト終了後速やかにCRMDSの運用を開始すること。 

  （5）GDCEはCRMDSサポート期間終了後、右システムの維持管理や機能の強化を独自に継

続できる具体的な措置を講じること。 

  （6）GDCEはCRMDSサポート期間中のシステム修正を検討する際、慎重に判断すること。

これは、GDCEによるシステム変更に起因するトラブルに対して、開発業者による技術

サポートが得られない状況を回避するためにも重要である。 

 

３－４－２ 教 訓 

今後の類似案件に対する本プロジェクトの経験からの教訓には以下が挙げられる。 

  （1）リスクマネジメント分野の技術協力の形成にあたっては、各対象国のリスクマネジメ

ント導入度合いに応じて、守秘義務が発生することを考慮に入れることが望ましい。

  （2）複数国を対象とする広域案件では、本邦研修や第三国セミナーなどを共通して開催す

ることにより、当該分野における参加国の経験からも相互に学ぶ利点がある。 

  （3）個々の能力がそれぞれ異なる国を対象として広域案件を実施する場合、各対象国にお

けるプロジェクト内での位置づけや、役割分担を当初から明確にしておくことが望ま

しい。 

  （4）（カンボジアとベトナムでの経験から）広域案件において長期専門家が短期訪問ベース

で技術移転を行う場合、専門家とC/P間で協力内容に関する十分な共通理解を十分に得

られない可能性がある。相互理解の不足は、プロジェクトの活動内容とC/P側のニーズ

との間に温度差をもたらしかねない。特に、研修やセミナーを中心とする技術移転を

行うにあたっては、C/P側の研修ニーズを的確に把握したうえでそれに見合った人材を

投入するなど、ニーズとのマッチングを慎重に判断することが肝要である。 

  （5）（日本側への教訓として）異なる状況にある複数国を対象とする広域案件の計画・立案



 

x 

にあたっては、プロジェクト開始時点における各国のスタート地点を十分に把握した

うえで各アウトプットとプロジェクト目標、並びにそれらの指標を明確に設定するこ

とが重要であり、プロジェクト開始前の詳細な現状把握や、調査の効果的実施が望ま

れる。 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 評価調査団派遣の経緯と目的 

メコン地域開発は、2015年に前倒しされた東南アジア諸国連合（Association of Southeast Asian 

Nations：ASEAN）経済統合に向けて、域内の経済格差を是正するための重要課題であり、2006年

12月には、タイ王国（以下、「タイ」）・ムクダハンとラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」）・

サバナケットを結ぶメコン第2架橋が開通し、ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」）から

ミャンマー連邦（以下、「ミャンマー」）までのメコン東西回廊が1つにつながった。域内数カ国を

通過する人・モノの移動がメコン地域内の経済を活性化させる鍵とされており、国境を越えた人・

モノの円滑な移動のための制度整備・人材育成が喫緊の課題となっている。 

このようななか、各国税関には、円滑な貿易のための通関手続きの迅速化を求められている一

方で、違法取引の取締りやテロ対策等国境での監視を遺漏なく行うことが責務となっている。こ

のように相反する2つの要請に対して税関が役割を果たすためには、財政的、人的資源を有効に活

用する必要がある。具体的には、通関情報を蓄積・分析したうえで、ハイリスクの通関を厳密に

取り締る一方で、ローリスクの通関については簡素な手続きをとることを可能にするための、リ

スクマネジメント手法を導入することが必要であり、そのための人的・組織的な能力の向上を図

ることが各国税関には必要とされている。 

上記のような背景の下、タイ、ベトナム、カンボジア王国（以下、「カンボジア」）からそれぞ

れ、税関リスクマネジメントに係る支援要請が出され、3カ国を対象とした技術協力プロジェクト

が採択された。 

本プロジェクトは、国際基準に合致した税関リスクマネジメントを効率的、効果的に実施する

能力を向上させることを目的に、カンボジア関税消費税総局（General Department of Customs and 

Excise：GDCE）、タイ税関局（Thai Customs Department：TCD）、ベトナム税関総局（General 

Department of Vietnam Customs：GDVC）をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、2008

年2月より2011年3月までの3年2カ月間の予定で実施されており、現在3名の長期専門家（税関行政、

リスクマネジメント、業務調整／研修）を派遣中である。 

今回、プロジェクトの終了を控え、これまでのプロジェクト活動の実績、成果を評価、確認す

るとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言、及び今後の類似事業の実施に当たっての教

訓を導きだすため、終了時評価調査団が派遣された。 

 

１－２ 調査団の構成 

 担当分野 氏 名 所 属 

1 総 括 阿部 裕之 JICA公共政策部 財政・金融課 課長 

2 協力企画 辻  研介 JICA公共政策部 財政・金融課 調査役 

3 評価分析 田中 祐子 （株）VSOC 第2事業部 コンサルタントグループ 
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１－３ 派遣期間・派遣日程 

2011年2月13日～2月26日（14日間）。詳細は以下表のとおり。 

No 日付 曜日 行程（評価分析）日程 行程（その他団員） 宿泊先 

1 2/13 日 

11:30 成田発（TG643） 

16:30 バンコク着 

18:25 バンコク発（TG584） 

19:40 プノンペン着 

 

プノンペン

2 2/14 月 
（終日）GDCE打合せ 

（C/Pからのヒアリング） 

 
〃 

3 2/15 火 

08:30  GDCE打合せ 

（C/Pからのヒアリング） 

15:00  GDCE副総局長インタビュー 

 

〃 

4 2/16 水 

08:30  GDCE打合せ 

（C/Pからのヒアリング） 

15:50  プノンペン発（VN840） 

19:10  ハノイ着 

 

ハノイ 

5 2/17 木 
（終日）GDVC打合せ 

（C/Pからのヒアリング） 

 
〃 

6 2/18 金 
（終日）GDVC打合せ 

（C/Pからのヒアリング） 

 
〃 

7 2/19 土 書類整理  〃 

8 2/20 日 

10:40  ハノイ発（TG561） 

12:30  バンコク着 

書類整理 

 

バンコク 

9 2/21 月 

09:00  JICA専門家インタビュー 

13:30  TCD打合せ 

（C/Pからのヒアリング） 

 〃 

10 2/22 火 

10:00  TCD打合せ 

（C/Pからのヒアリング） 

18:00  団内打合せ 

10:45 成田（TG641） 

15:45 バンコク着 
〃 

11 2/23 水 10:00  TCD打合せ（評価レポート案） 〃 

12 2/24 木 14:00  TCD打合せ（評価レポート案） 〃 

13 2/25 金 

10:00  JCC 

15:00  タイ王国日本国大使館報告 

16:00  JICAタイ事務所報告 

〃 

14 2/26 土 
08:10  バンコク発（TG676） 

16:00  成田着 
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１－４ プロジェクトの概要（背景・ログフレーム等含む） 

（1）上位目標 

カンボジア、タイ及びベトナムの税関が、税関リスクマネジメントを導入する。 

 

（2）プロジェクト目標 

カンボジア、タイ及びベトナムの税関が、国際基準に合致した税関リスクマネジメントを

効率的、効果的に実施する能力を獲得する。 

 

（3）アウトプット 

1）リスクマネジメントアクションプランが作成される。 

2）中央レベルのリスクマネジメント実施体制が整備される。 

3）地方モデルサイトのリスクマネジメント実施体制が整備される。 

4）リスクマネジメント情報データベースが開発される。 

 

１－５ 評価手法・項目 

 １－５－１ 評価手法 

本評価調査は、「新JICA事業評価ガイドライン 第一版」に基づき、プロジェクト・デザイン・

マトリクス（Project Design Matrix：PDM）を用いた評価手法にのっとって実施された。調査団

はPDM version 06)（付属資料2「ミニッツ（合同評価報告書）」参照）を評価の枠組みとして適用

し、カンボジア、タイ、ベトナム側C/P及び日本人専門家に対して質問票・インタビューを通し

て情報収集を行った。 

本評価調査では、評価分析のために定性的データを以下の方法で収集した。 

① 既存資料レビュー（プロジェクト報告書・各種資料等） 

② アンケート調査（日本人専門家、C/P、対象3カ国の地方税関職員等） 

③ キーインフォーマント・インタビュー（GDCE、TCD、GDVC職員、地方税関職員、JICA

専門家等） 

 

 １－５－２ 評価項目 

  （1）プロジェクトの実績 

プロジェクトの実績は投入、アウトプット、プロジェクト目標及び上位目標の各項目に

ついて、PDMにある指標を参照にその達成状況（または達成見込み）が確認された。 

 

  （2）実施プロセス 

プロジェクトの実施プロセスは、技術移転の方法、関係者間のコミュニケーション、モ

ニタリング、等様々な観点に基づき、プロジェクトが適切に運営されたかどうかにつき、

検証された。さらに、実施プロセスの検証により、プロジェクトの効果発現に係る貢献要

因、阻害要因の抽出を図った。 

                                                        
6) 

タイ、ベトナムについてはPDM version 0を、カンボジアについてはPDM version 1.1をそれぞれ評価の枠組みとして用いた。

以下、本文中にPDMとあるのはこれらのversionを指す。 
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  （3）評価5項目に基づく評価 

上記2つの項目における検証結果に基づき、プロジェクトは評価5項目の観点から検証さ

れた。評価5項目の各項目の定義は以下の表１－１のとおりである。 

 

表１－１ 評価5項目の定義 

評価5項目 JICA事業評価ガイドラインによる定義 

1. 妥当性 プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益者のニー

ズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、対象地域と日本側の政策と

の整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金であるODA

で実施する必要があるかなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う

視点。 

2. 有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされてい

るのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点。 

3. 効率性 主にプロジェクトのコスト及び効果の関係に着目し、資源が有効に活用されている

か（あるいはされるか）を問う視点。 

4. インパクト プロジェクトが実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見

る視点。この際、予期しなかった正・負の効果・影響も含む。 

5. 持続性 協力が終了しても、プロジェクトで発言した効果が持続しているか（あるいは持続

の見込みはあるか）を問う視点。 

出所：プロジェクト評価の手引き（JICA事業評価ガイドライン）、2010年6月 

 

１－６ 評価結果概要（団長所感） 

メコン地域開発は、2015年に前倒しされたASEAN経済統合に向けて、域内の経済格差を是正す

るための重要課題となっている。こうした状況のなか、2006年12月に開通したメコン第2架橋によ

って東西回廊が一つに繋がり、国境を越えた人・モノの動きが活発になることが期待されている

が、その一方で、違法取引の取締りやテロ対策等国境での監視を遺漏なく行うことが必要であり、

税関に求められる役割は益々重要になってきているところ、リスクマネジメントに係る制度整

備・人材育成を目的とした本件技術協力プロジェクトの実施は、時宜を得たものであったと思料

する。 

本件プロジェクトは、カンボジア、タイ、ベトナムを対象とした広域プロジェクトであり、バ

ンコクに専門家が常駐したうえで周辺国に出張ベースにより対応するとともに、レベル感の異な

る対象国毎に協力内容を調整しながら、実施するという難易度の高い案件であった。しかしなが

ら3カ国のリスクマネジメントに係る税関職員の能力向上を通じて、それぞれのリスクマネジメン

ト業務の改善がある程度図られたことが確認され、当初の目的はおおむね達成できたものと考え

られる。 

ただし、本件終了時評価を行うなかでいくつか気になる点も散見されたところ、評価の詳細に

ついては他に譲るとして、メコン地域に対する今後の協力を行うにあたって留意すべき点及びプ

ロジェクトを実施する際に共通して押さえておくべき点から問題提起を行い、今後の検討材料と

したい。 
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 （1）広域プロジェクトのフレームワーク 

本件プロジェクトは対象3カ国に同一のPDMを設定して実施してきた。しかしながら、既述

のとおり、当該3カ国におけるリスクマネジメント能力のレベルには差があり、カンボジアに

対しては当該分野に係るデータベースの導入や、データ分析に関する能力向上等ほぼフルス

ケールに近い協力を行ってきた一方で、タイやベトナムは独自にリスクプロファイルを設定

して実施する能力を既に有しており、プロジェクトではこうした能力の更なる向上や、既存

システムの改善に資するような助言や指導を行うなど、同一分野に対する協力とはいえ、そ

の詳細内容や到達地点には対象国それぞれに違いがあった。 

広域プロジェクトを実施するにあたり、対象国に対して均一の取り組みを行うのであれば、

各国の現状をしっかりと把握したうえで設定目標を明確にし、それぞれの取り組みを十分に

行なっていく必要があるのではないか。 

 

 （2）プロジェクトデザイン時点における調査精度の向上の必要性 

本件プロジェクト開始時点ではIT Profiling Systemの開発、ガイドラインやマニュアルの作

成、リスクインディケータの設定等が想定されていたが、例えば、タイやベトナムは独自の

システムを有していたことから、システム開発はカンボジアに限定されたこと、ガイドライ

ンやマニュアル、インディケータについても各国で独自に対応していたことが判明し、プロ

ジェクト実施中における活動の修正を余儀なくされた。 

こうした状況については、プロジェクトデザインの時点で把握しておくべき事項であり、

上記（1)の観点も含めて、詳細計画策定調査における調査精度の向上が望まれる。 

 

 （3）実施体制 

本件プロジェクトは、バンコクに専門家が常駐したうえで周辺国に出張ベースで対応する

という手法により事業を実施した。こうした方法はコスト面で効率的であった反面、各国そ

れぞれの研修教材を作成する等レベル感に配慮した技術移転を行わざるを得ず、長期専門家

に相当な負担を強いたほか、周辺国に常駐していないことによるコミュニケーションギャッ

プに起因すると思われるニーズのミスマッチが起きていたと思われる事例があったようであ

る。地域協力を進めるにあたり、どのような体制・投入が有効なのかについて、効率性の観

点も含めて検討が必要と思われる。 

 

 （4）地域協力におけるタイの位置づけ 

既述のとおり、本件プロジェクトは、バンコクに専門家が常駐したうえで周辺国に出張ベ

ースで対応するとともに、レベル感の異なる各国毎に協力内容を調整しながら実施するとい

う難易度の高い案件であった。対象国のなかでもタイが最も先進的であることから、専門家

の主たる活動対象がカンボジアとベトナムにならざるを得なかった。その結果、専門家がバ

ンコクに常駐することの是非（タイがプロジェクトから裨益することは少ないのではないか、

タイのC/Pとしての意識が高まらなかったのではないか）がポイントとなった。 

今回の終了時評価を各国で行った結果、必ずしもTCDのC/Pとしての意識が低かったという

ことはなく、タイを含む対象国それぞれにプロジェクトの成果や目標の達成に向けて専門家

やC/Pが協力して取り組んでおり、本件プロジェクトがタイにとっても意義あるものであった



 

－6－ 

ことが確認できた。一方で、高いレベルを有するタイに対する技術協力を周辺国と同等に進

めることの必要性については、十分検討する必要があるのではないか。今後、メコン地域に

おける域内協力を行うにあたり、タイをどのように位置づけるのか（技術移転先とするのか、

周辺国への技術協力を進めるためのパートナーとするのか）についてプロジェクト開始時点

において明確にしておくべきであろう。 

 

 （5）税関リスクマネジメント分野への協力 

税関分野の協力を広域で進め、物流の円滑化等相応の成果を上げるためには、当該分野を

地域協力で行うことについては時宜を得たものであったと思料する。また、本件プロジェク

トを通じて関係国間の交流が促進されたほか、タイが域内国からの技術研修を受け入れると

いった地域間の技術的なレベル差を利用した活動が見られた等地域協力としてのメリットが

確認できた。一方、リスク認定の基準とその根拠等について関係国で情報を共有して統一化

を図る必要があると思われるものの、当該分野については「秘」扱いの情報が多く、思った

ほどの情報共有が進まなかったということが事実として認められる（当該分野については、

Confidentialityの観点から支援を受けることは難しいという意向がタイ側から示された。また、

ベトナムに関し、カンボジアと同様にリスクマネジメントデータベースを導入することを想

定していたものの、その過程における情報開示に非常に苦労したうえ、結局のところ、ベト

ナム独自のシステム（Riskman）が存在することが判明した）。これは、一定レベルの能力を

身につけた税関当局であれば避けられない事態であり、当該分野を協力する際には対象国の

状況を確認する必要があるほか、地域協力で本件分野を今後とも実施すべきかどうかについ

ては、十分な検討が必要と思われる。 

 

 （6）今後の協力 

1）データベースシステムのフォロー 

税関リスクマネジメントデータベース（Customs Risk Management Database System：

CRMDS）をカンボジアに導入したが、スケジュールの遅延等により正式な活用がプロジェ

クト終了の直前になってしまった。これまで、同国に対しては、IT担当者レベル、管理レ

ベル、操作担当者レベル向けに習熟度訓練やデータ分析に関する研修を実施してきたとこ

ろであり、本件プロジェクト終了後には同データベースの維持・活用が求められるところ

であるが、今後の十分な活用のためには継続したフォローが必要である。 

現在、カンボジア側より本件フォローに関する専門家派遣が要請されているものの、昨

今の予算状況から採択には至っていない。このままの状況が続く場合、別途採択されてい

る「関税政策・行政アドバイザー」に本件TORを含むことを検討せざるを得ないが、デー

タベースについては高い専門性が求められ、リスクマネジメント（及びシステム活用）に

精通した人材を派遣してほしいとの意向がカンボジア側からも示されていることから、本

件に係る対応ぶりについて早急な検討が必要である。（なお、システムのメンテナンスにつ

いてはJICAの負担によりタイの開発業者と1年間の保守契約を締結）。 

2）新成長戦略との関係 

メコン地域への協力については我が国の新成長戦略に位置づけられており、昨年11月の

アジア太平洋経済協会（Asia-Pacific Economic Cooperation：APEC）財務相会合において貿
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易円滑化のための資金支援として、我が国政府は20億円を拠出することを表明した（ADB

への信託）。これを受けて、財務省関税局・アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）・

世界税関機構（World Customs Organization：WCO）・JICAにおける共同調査が現在行われて

おり、次回のADB総会（2011年5月、於ハノイ）における支援内容の表明に向けて積極的な

案件形成が行われている。 

また、昨年JICAで実施した「メコン地域における物流促進のための通関業務の改善に向

けた調査」においても、当該地域における関税分野については、まだまだ改善の余地があ

ることが明らかとなっており、そのための新成長戦略に基づく予算の確保も図られたとこ

ろである。 

こうした状況のなかでJICAとしても積極的な取り組みが期待されている。地域の物流の

効率化のためには、個別国毎の能力向上は当然必要ではあるが、地域一体的に取り扱う必

要があり、地域の視点に基づく案件形成が必要であろう。その際には本件プロジェクトで

得た教訓を生かし、プロジェクトのフレームワークをしっかりと精査することが求められ

る。 

ただし、既述のとおり、タイについてはメコン地域において最も先進的であり、プロジ

ェクト開始当初から周辺国への共同技術支援的な位置づけが認識されていたが、必ずしも

そうした役割を規定していたわけではなかった。当該地域に継続して協力を実施する場合、

タイの位置づけを明確にする必要があろう。 

なお、タイにおける地域協力の主官庁である国家経済社会開発局（National Economic and 

Social Development Board：NESDB）との十分な協議が必要であること、周辺国間の関係も

必ずしも良好というわけではないことに留意が必要である。 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 

２－１ 投入実績 

 本プロジェクトの協力当初から2011年2月現在までの投入実績は、以下のとおりである。 

 ２－１－１ 日本側投入 

  （1）専門家派遣 

本プロジェクト開始以降、長期専門家は述べ4名が現地へ派遣され、指導分野はそれぞれ

「Chief Advisor/Customs Risk」、「Customs Administration」及び「Coordinator/Training」である。

短期専門家は延べ14名が派遣され、3つの指導分野で合計5.03ミニッツが投入された7)。専

門家の指導分野と派遣期間、ミニッツについては以下表２－１及び表２－２に示すとおり

である。専門家派遣実績の詳細については、付属資料2 ミニッツ（合同評価報告書）Annex 

6（p.48）を参照されたい。 

 

表２－１ 長期専門家の指導分野及び派遣期間 

指導分野 派遣期間 

Customs Administration 2007年7月～2009年7月 

Coordinator / Training 2008年8月～2011年3月 

Chief Advisor / Customs Risk 2008年9月～2011年3月 

Customs Administration 2009年7月～2011年3月 

 

表２－２ 短期専門家の指導分野及びミニッツ 

指導分野 ミニッツ 

Customs Selectivity Criteria 1.93 

Customs Clearance System 1.33 

Database Development 1.77 

合   計 5.03 

 

  （2）本邦研修 

本プロジェクト開始以降、各国より15名、計45名のC/Pスタッフが本邦研修に参加した。

研修コースの概要は以下の表に示すとおりである。研修コースの詳細については、付属資

料2ミニッツ（合同評価報告書）Annex 7（p.49）を参照されたい。 

 

表２－３ 本邦研修の概要 

研修コース名 期間 参加人数

Customs Risk Management 2008年12月7日～12月20日 （14日間） 15名 

Customs Risk Management 2009年12月6日～12月19日 （14日間） 15名 

Customs Risk Management 2010年11月30日～12月15日（16日間） 15名 

                                                        
7) 2011年3月末までの見込みを含む。 
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  （3）機材供与 

2011年2月現在、合計約19万4,000ドルの資機材が日本側より提供された。このうち、17

万5,000ドルはカンボジアで開発したCRMDSに使用されている。供与機材の詳細は付属資料

2 ミニッツ（合同評価報告書）Annex 10（p.56）を参照されたい。 

 

  （4）総投入額  1億7,000万円 

 

 ２－１－２ 相手国側投入 

  （1）C/Pの配置 

終了時評価時点における対象3カ国のC/P配置実績は以下のとおりである。C/Pリストの詳

細は、付属資料2 ミニッツ（合同評価報告書）Annex 12（p.60）を参照されたい。 

1）カンボジア関税消費税総局（GDCE）：20名 

2）タイ関税局（TCD）：24名 

3）ベトナム関税局（GDVC）：36名8) 

 

  （2）現地業務費負担 

TCD内に専門家執務スペースが提供された。これに加え、対象3カ国において訪問時やセ

ミナー開催などの会議室、及び使用にかかる光熱費等がプロジェクト活動用に提供された。

タイ及びベトナム国の投入額詳細は付属資料2 ミニッツ（合同評価報告書）Annex13（p.92）

を参照されたい。 

 

２－２ 活動と成果の実績 

 ２－２－１ 活動実績 

プロジェクトの活動はPDM及びPlan of Operationに基づき、タイにおいてはほぼ計画どおりに

実施された。カンボジア及びベトナムではそれぞれアウトプット4にかかる活動に遅れや計画の

変更がなされた。 

 

 ２－２－２ 各アウトプットの達成状況 

PDMにおける各アウトプットの内容、及び指標は以下表に示すとおりである。アウトプット

の達成状況は、対象3カ国ごとにプロジェクト開始時の状況が異なることもあり、その達成度は

アウトプット1を除いては各国ごとに異なった。以下、アウトプット1の3カ国における達成状況

を概観し、アウトプット2～4の達成状況については国ごとに概観する。 

 

                                                        
8) 内訳は、Project Management Unit (PMU) members14名及びWorking Group members 22名である。 
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表２－４ PDMにおける各アウトプットの内容と指標 

Output as per PDM version 1.1 Indicators 

1. Risk Management Action Plan for 

Customs clearance, PCA and prevention 

of smuggling is carried out. 

1. Action Plan is developed. 

2. The customs risk management 

procedures for national level profiling 

are established. 

2-1 Risk indicators and profiles for national level profiling 

developed. 

2-2 Guideline, manuals and materials for national level 

profiling developed. 

2-3 The number and quality of training courses. 

3. The customs risk management 

procedures for regional level profiling 

are established. 

3-1 Risk indicators and profiles for regional level profiling 

developed. 

3-2 Guideline, manuals and materials for regional level 

profiling in the pilot sites developed. 

3-4 The number and quality of training courses. 

4. IT Profiling system related is 

developed. 

4-1 Completion of developing IT profiling system. 

4-2 Necessary information is well stored in the system. 

4-3 The number and quality of training courses for 

administration system. 

 

アウトプット1における「アクションプラン」は、プロジェクト開始初期に本プロジェクトの

Plan of Operationのことを指すことで関係者の合意が図られた9)。このため、対象3カンボジアに

おいてPlan of Operationが策定され、2009年の合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）

で承認されており（指標1-1）、本アウトプットは達成されたといえる。これに加え、対象各国の

関税局ではリスクマネジメントに関する組織として独自のアクションプランを策定しており、

これらは独自のイニシアティブにより適宜更新されている。 

 

アウトプット2、3、4について 

＜カンボジア＞ 

カンボジアでは、アウトプット2がおおむね達成された。リスクインディケータ及びプロファ

イルは本プロジェクト開始後初期の段階で設定され、以降必要に応じ更新されている。GDCEで

はリスクマネジメントは2008年5月に公式に導入され、これはシアヌークビルに自動通関システ

ム（Automated System for Customs Data：ASYCUDA）を導入した時期とも重なる。さらにプロジ

ェクトでは、ITシステム開発（アウトプット4）に係る協議等を通じ、カンボジアのリスクマネ

ジメント手法がより分析的となるよう指導した。 

アウトプット3は、一部の地方税関において上述のリスクインディケータと選定基準と同様の

（規模は小さい）ものが導入されたが、地方税関に特化したインディケータや選定基準の設定

                                                        
9) タイC/Pとの間では右共通理解が図られた模様であるが、カンボジア、ベトナム各国C/Pとの間では、本アウトプット下にお

けるAction Planが具体的に何を指しているかにつき、十分な共通理解が得られていない。 
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には至っていない。カンボジアでは2008年にリスクマネジメントそのものが導入されたばかり

であり、まずは中央レベルにおける手法をより包括的なものとすることに注力された。このた

め、アウトプット3の達成度は限定的であると判断された10)。 

アウトプット4は、以下の理由からその達成度は部分的であると判断された。CRMDSが開発

され、2011年2月にインストールが完了した。プロジェクトでは、中央並びに地方レベルのGDCE

職員を対象に本システムの使用法に関する研修も実施した。CRMDS開発プロセスは選定基準に

対する理解の向上にも貢献したものと考えられる11)。しかしながら、GDCE内でCRMDSは評価

時点で公式な運用開始がなされておらず、運用開始後システムが問題なく動くかどうかにつき

未確定であった。 

 

 ＜タイ＞ 

タイでは1999年より既にリスクマネジメントが導入され、リスクインディケータ、プロファ

イル、選定基準等は中央・地方両レベルにおいて同じ時期に設定されていた（指標2-1及び3-1）。

当該分野に係るガイドラインやマニュアルは、TCD側のイニシアティブにより策定されており、

EDI（Electronic Data Interchange）システムに関するガイドライン（2000年）や「プロファイリ

ングに関するユーザーマニュアル」（2010年）等が含まれる（指標2-2及び3-2）。このため、アウ

トプット2及び3はおおむね達成されており、本プロジェクトの貢献によりCORPUS12)データベー

スへのアクセス権を得て、その情報をもとに既存のインディケータやプロファイルの更新・改

善がなされた。 

アウトプット4は、本プロジェクト開始前よりリスクマネジメントのシステムが設置されてお

り、プロジェクトでは上述のデータベースへのアクセス権を得るための資金的支援により、シ

ステム上の企業プロファイルの改善に貢献した。このため、アウトプット4はおおむね達成され

ているといえる。 

 

 ＜ベトナム＞ 

ベトナムではプロジェクト開始前の2006年よりリスクインディケータ、及びプロファイルが

設定され、当該分野に係る規定やガイドライン、マニュアルも整備された。これらはGDVC側の

イニシアティブにより適宜更新されており、本プロジェクトから得た知見なども参考にしてい

る。これらの状況を踏まえ、アウトプット2及び3はGDVC側の強いイニシアティブもあり、おお

むね達成されていると判断された。GDVCでは中央・地方両レベルにおいてリスクマネジメント

が効果的に実施されていることが報告された。 

アウトプット4に係る活動として、プロジェクトで開発するシステムに関する協議や検討が重

ねられたが、プロジェクト内でのシステム開発は中止されるに至った13)。GDVCでは既に独自の 

                                                        
10) GDCEとのインタビューによれば、地方税関に特化したリスクインディケータ及びプロファイルの設定は将来的な検討課題

とされており、今後すぐ取り組む段階でもないことが示唆された。 
11) 2011年2月日本人専門家からの補完的情報提供による。 
12) タイ国内の民間企業が所有する企業データベースの呼称であり、プロジェクトでは右データベースのアクセス権を購入する

にあたり、主に資金面での協力を行った。 
13) このため、質問票に回答した中央レベルC/P全員（11名）が、本アウトプットにおけるプロジェクトとしての達成度を「ほ

とんど達成しなかった」もしくは「達成しなかった」と回答している。 
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システム14)を有しており、独自の努力により本システムがアップグレードされることになった。

このため、ベトナムにおけるアウトプット4の達成度は限定的であると判断された。 

 

 ２－２－３ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：カンボジア、タイ及びベトナムの税関が、国際基準に合致した税関リス

クマネジメントを効率的、効果的に実施する能力を獲得する。 

プロジェクト目標の指標： 

1）The level of officials in charge of RM. 

2）The level of improved results of Time Release Survey. 

 

現地調査における直接観察やインタビュー、及び質問票の回答結果に基づき検証した結果、

本プロジェクトの目標はタイ及びベトナムではおおむね達成されており、カンボジアでは部分

的に達成されていると判断された。対象各国における税関リスクマネジメントの導入はプロジ

ェクト開始時より異なる段階に位置しており、プロジェクト目標の達成度も国ごとに状況が異

なった。タイTCD及びベトナムGDVCは、国際基準に合致した税関リスクマネジメントの効率

的・効果的な実施に向けて着実に進んでいるものと判断される。他方、カンボジアGDCEにおい

ては、リスクマネジメントは2008年に導入されたばかりであり、それが国際基準に達するまで

には更なる時間を要するであろうことが報告された15)。 

PDMの指標からは「何を以って国際基準に合致している」と判断するかにつき、具体的な判

断基準が示されていなかったが、TCDでは世界税関機構（WCO）のガイドラインに沿ったリス

クマネジメントが実施されており、GDVCでは日本やWCOの取り組みと比較し、その手法が国

際基準に合致する方向に向かっていることに対する自信を深めたことが報告された16)。 

なお、タイ並びにベトナムにおいては、リスクマネジメントの手法が既に確立段階にあり、

このためその具体的手法やリスクインディケータ、プロファイルなどの情報は機密情報として

扱われているが、これはプロジェクト目標達成への阻害要因となり得たことが確認された。カ

ンボジアでは、日本をはじめタイやベトナムなど先行する国々の経験を多く吸収したい意向が

あったが、これも上述の制約を受けたことが報告された17)。 

 

２－３ 実施プロセスにおける特記事項 

 本プロジェクトの実施プロセスにおける特記事項は以下のとおりである。 

 （1）共通の目標の下に実施された広域案件 

本プロジェクトはカンボジア、タイ、ベトナムを対象国とした広域案件であり、プロジェ

クトマネージメントのツールであるPDMにおいては、税関リスクマネジメントの進捗度合が

異なる3カ国に対し、共通の上位目標、プロジェクト目標及びアウトプットが設定された。し

                                                        
14) 右システムはRiskmanと呼ばれる。アップグレードによりRiskman IIが2011年1月より始動した。 
15) GDCE職員とのインタビューによる（2011年2月）。 
16) TCD及びGDCE職員とのインタビューによる（2011年2月）。 
17) リスクマネジメントにかかる情報の守秘義務に関しては、日本人専門家をはじめGDCE、TCD、GDVCすべての税関職員と

のインタビューにおいて議題として挙げられた。このことは、税関リスクマネジメント分野における協力の難しさを示唆し

ていると思われる。 
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かしながら、これらアウトカム・レベルの目標はプロジェクト開始時における各国の異なる

レベルを詳細に把握することなく作成されており、かつプロジェクト期間中に各対象国でど

のレベルまでめざしていくのかに関し、明確にされていなかった。 

 

 （2）専門家の技術移転方法 

本プロジェクトの長期専門家はバンコクを拠点とし、カンボジアとベトナムは月に一度の

ペースで訪問した。右2カ国に対する技術移転はこれらの訪問時に行われたほか、異なるタイ

プの研修／セミナー（本邦研修、第三国セミナー、内国セミナー等）を通じて行われた。さ

らに、カンボジアに対してはCRMDS開発プロセスにおけるC/Pとの協議を通じて、リスクマ

ネジメントの包括的な考え方やデータ分析のあり方などについても技術移転が図られた。 

 

２－４ 効果発現に貢献した要因 

 （1）本プロジェクトに先行する協力 

本プロジェクト開始前に実施された個別専門家による協力は、本プロジェクトの準備段階

として効率的に機能し、各対象国におけるプロジェクト開始後の活動をスムーズに継続する

ことに貢献した。 

 

 （2）地域合同調整委員会（RJCC）の開催 

地域合同調整委員会（Regional Joint Coordination Committee：RJCC）は定期的に開催され、

プロジェクト活動のモニタリングに寄与しただけでなく、参加した対象3カ国間の情報交換や

関係強化につながったことが報告された。これに加え、RJCCにはラオス及びミャンマーの関

税局もオブザーバーとして参加しており、これらの国との情報交換にも一部寄与したことが

考えられる。 

 

 （3）対象国間の技術交換 

TCDではGDCEとGDVCからの職員をプロジェクト期間中に受入れ、技術交換が実施され

た18)。技術交換はプロジェクト終了後もTCDとGDVCとの間で、自発的に計画されている。こ

のように、地域レベルにおける対象国間での技術交換は、プロジェクト効果発現の貢献要因

となった。 

 

 （4）GDCE 及び GDVC の C/Pの継続的な関与 

GDCEとGDVCでは、プロジェクト開始時より一貫して同一のC/Pが配置されており、月に

一度の訪問ベースでの技術移転アプローチを取る本プロジェクトにとっては、一貫したC/Pの

配置はプロジェクト活動に継続性を持たせるうえで特に重要であったといえる。 

 

２－５ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）リスクマネジメントに関する情報の守秘義務 

前述の２－２－３で見たとおり、リスクマネジメントの情報取り扱いに関する守秘義務は、

                                                        
18) 右技術交換にはラオス国関税局の職員も参加した。 
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日本並びに対象各国間での経験や技術・情報を共有していくにあたり、阻害要因であったこ

とが確認された。このことは、特に税関リスクマネジメント手法が確立段階にあるタイとベ

トナムで顕著であった。 

 

 （2）カンボジアにおけるITシステムの開発 

カンボジアでのアウトプット4にかかる活動は、ITシステム開発業者19)及び日本人専門家が

ともにタイを拠点にしていることから、非常に困難なものとなった。GDCEからの報告によれ

ば、開発するITシステムの詳細な機能や概要についての連絡調整が時間を要し、かつ遠隔操

作で行わなければならない点が、活動の円滑な進捗への阻害要因となった。さらに、システ

ム上のトラブルが発生した際にも、IT業者から技術支援やアドバイスを得るまでに、通常よ

りも長い時間を要することがGDCEより報告された。 

 

 （3）ベトナムにおけるITシステムの開発 

ベトナムでは、アウトプット4でどのようなITシステムを開発すべきかについて、日本側・

ベトナム側双方の十分な共通理解が醸成されないままに活動が進められていた。日本とベト

ナムの税関手続きは必ずしも同一ではないことから、ベトナムで使用されているITシステム

の機能も日本のそれとは異なるものであったが、既存のITシステムが有する機能に関し、双

方で十分な理解が得られなかったことにより本アウトプット達成への阻害要因となったこと

が報告された。 

 

 （4）調達手続きの遅れ 

カンボジアでのITシステム開発に際し、JICA現地事務所での調達手続きに時間を要したこ

とにより活動の円滑な進捗に支障をきたしたことがプロジェクト関係者より報告された。 

 

                                                        
19) カンボジアのITシステムであるCRMDSは、バンコクのIT業者が受注し開発した。 
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第３章 評価 5 項目による評価結果 
 

３－１ 妥当性 

本プロジェクトの上位目標とプロジェクト目標の内容は、対象各国の国家政策、日本の協力方

針、並びに同分野における協力手段としての適切性に照らして再検討した結果、現時点において

も妥当性が高いといえる。 

国家政策に照らしての優先度として、本プロジェクトの計画はカンボジア「リスクマネジメン

トを通じた貿易の促進20)」、タイ「第10次国家経済社会開発計画（TFY2007～2011）」、ベトナム「税

関近代化戦略（2010年）」にそれぞれ合致している。リスクマネジメントの強化及び貿易促進は、

GDCEの「税関近代化プログラム（2003～2008及び2009～2013）」、TCDの組織概要と目的、GDVC

の「税関近代化戦略21)」の中でそれぞれ言及されている。 

日本政府の協力方針に鑑みれば、本プロジェクトは「日本・メコン地域パートナーシップ・プ

ログラム（2007年1月）」に挙げられる貿易・投資の拡大に貢献し得る協力であるといえる。さら

に我が国の対カンボジア援助計画（2002年2月）の「持続的な経済成長と安定した社会の実現」、

対タイ経済協力計画（2006年5月）の「持続的成長のための競争力強化」、対ベトナム国別援助計

画（2009年7月）の「経済成長促進・国際競争力強化」に資する協力であることから、本プロジェ

クトの内容は日本の政府開発援助戦略にも合致している。 

なお、協力分野であるリスクマネジメントは、貿易促進と税関管理という2つの相反する重要課

題をともに満たし得るアプローチであり、協力手段としても適切であるといえる。 

 

３－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は中程度に確保されているといえる。上述のとおりプロジェクト目標

はタイではおおむね達成され、カンボジアとベトナムでは中程度に達成されていると判断された。

TCDはプロジェクトを通じ、同分野の知見を深めるとともに自国のリスクマネジメントがWCOガ

イドラインにも準拠した国際基準にあることに自信を深めている。GDVC関係者もプロジェクトの

活動を通して、自国のリスクマネジメントが国際基準に到達する正しい方向に進んでいると確信

がもてたと報告している。他方、GDCEでは2008年にリスクマネジメントが導入されたが、国際基

準への到達までには更なる時間を要するであろうことが確認された。 

アウトプットとプロジェクト目標の因果関係に照らせば、タイとベトナムではプロジェクト開

始前より既にリスクインディケータやプロファイルが設定されており、プロジェクトではこれら

の改善・更新に間接的に貢献した。カンボジアではプロジェクトに先行する協力によりリスクイ

ンディケータやプロファイル設定準備が進められ、プロジェクト開始後初期の段階でこれらが設

定された。いずれの国においても、インタディケーターやプロファイルの改善にあたっては各国

税関独自のイニシアティブで進められてきた面も見受けられ、特にタイとベトナムにおいてはこ

の傾向は顕著であった。このため、本プロジェクトの有効性は中程度と判断された。 

 

                                                        
20) 2006年3月省令第21条（Sub decree 21）による。 
21) 現行のものは2010年までの戦略であり、GDVCでは現在2011年～2015年をカバーする戦略を策定中である（2011年2月、GDVC

関係者とのインタビューによる）。 
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３－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は、タイではおおむね適切であったがカンボジアとベトナムでは効率

性を低減させる要素が確認された。 

効率性に貢献した事項として、3カ国を対象とした第三国セミナーと本邦研修の実施が挙げられ

る。右セミナー・研修では対象3カ国の参加者を得、当該分野における知識の伝達をするとともに、

日本や参加各国での経験を幅広く共有できた点において効率的な実施が可能となった。 

他方、カンボジアとベトナムに対する技術移転は長期専門家の定期的な訪問ベースで実施され

たが、そのアプローチは専門家及び2カ国によるC/Pとの間で、プロジェクトの協力内容に関する

十分な相互理解を得ることに困難をきたした。特に、ベトナムではプロジェクトが実施するセミ

ナーの内容等が、必ずしも参加者のレベルやニーズに十分に対応できなかったケースも報告され

ており22)、これらは上述の相互理解の欠如にも起因するものと考えられる。 

カンボジアとベトナムにおいては、ITシステムの開発（アウトプット4）に係る活動に大幅な遅

れや変更が生じたことも確認された。共通する要因の一つとして、開発するITシステムへの双方

の理解が十分ではなかったことがあげられる（２－５「問題点及び問題点を惹起こした要因」参

照）。なお、カンボジアでは、調達手続きに時間を要したことも円滑な活動実施の妨げとなったこ

とが報告された23)。 

他方、タイではプロジェクトの投入はおおむね効率的にアウトプット産出に活用された。プロ

ジェクトの研修やセミナー等を通じ、中央・地方レベルの税関におけるリスクマネジメント手法

改善に役立てられたことが報告された24)。なお、活動の妨げとなり得た要因として、既述のリス

クマネジメントにかかる守秘義務については指摘され、これが両国における具体的な経験の共有

にあたって阻害要因となったことが報告された。 

 

３－４ インパクト 

税関リスクマネジメントは、タイとベトナムにおいてプロジェクト開始前より導入されており、

カンボジアではプロジェクトの開始初期の段階で公式に導入された。導入以降、右手法はこれま

で各国においてそれぞれ強化されてきたが、これは各国税関独自のイニシアティブによるところ

も大きい。このため、本プロジェクトの実施のみによるインパクト発現の検証は困難であるが、

プロジェクトの実施により、対象3カ国すべてにおいて関税局内他部署との関係が強化されたとい

うプラスの要素が確認された。特にベトナムでは局内のみならず、外部組織との関係も強化され

たことが報告された25)。 

インパクトの一つである上位目標「カンボジア、タイ及びベトナムの税関が、税関リスクマネ

ジメントを導入する26)」の達成見込みは、各国で異なるレベルではあるもののその達成に向けて

進捗していることが確認された。  

タイとベトナムでは、プロジェクトの実施により日本税関やWCOに準じたリスクマネジメント

                                                        
22) GDVC関係者とのインタビューによる（2011年2月）。 
23) プロジェクト関係者とのインタビューによる（2011年2月）。 
24) TCD関係者とのインタビューによる（2011年2月）。 
25) GDVCとのインタビューによれば、GDVC内の他部署（税関管理部）との関係が強化された他、外部機関（公安省及び防衛

省下にある入国管理局）との関係も強化されたことが報告された（2011年2月）。 
26) 英文PDMの記載では、上位目標は”World class customs risk management is implemented in the Mekong region to facilitate 

international trade and to secure the societies from hazardous consignments”と表記されている。 
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への知見を深めるとともに自国の手法が国際基準に合致した方向に向かっていることに自信を深

めるに至った。 

なお、プロジェクト実施による負のインパクトは、現時点で確認されていない。 

 

３－５ 持続性 

本プロジェクト効果の持続性は、以下の観点からタイとベトナムでは比較的高いものの、カン

ボジアでは十分に確保されているとは言い難いと判断された。 

 

 ３－５－１ 政策面 

政策面においては、対象3カ国においていずれも比較的高いと判断された。カンボジアではリ

スクマネジメントは、「改革・近代化プログラム（2009～2013年）」の重点戦略の一つである「貿

易促進と安全保障」に係るアクションプランに含まれており、これらは前述の省令第21条（2006

年3月）に準拠している。タイでは「国家競争力と社会的保護のためのワールドクラス税関」を

目指すTCDの組織的ビジョンの下、リスクマネジメントが貿易促進と税関管理のための優先分

野であることが確認された。さらに、ベトナムGDVCでは「税関近代化戦略（2011～2015年）」

とその長期戦略（2020年）を策定中であり、このなかで税関リスクマネジメントは優先課題に

位置づけられている。このことから、政策面の観点からの持続性は、対象3カ国全てにおいてお

おむね確保されていると判断された。 

 

 ３－５－２ 組織・財政面 

組織・財政面においては、タイとベトナムはこれまで独自の人的・財政的資源によりリスク

マネジメントが実施されており、これらの活動がプロジェクト終了後も継続的される見通しは

比較的高い。特にタイでは、中央のリスクマネジメント担当課が毎年定期的に地方税関職員に

対する研修を実施しており、2011年4月には約80名の地方税関職員を対象にした研修が計画され

ている。 

他方、カンボジアではGDCE側のコミットメントもあり、プロジェクト効果の継続に向けての

組織的体制はある程度確保されているものの、財政面の持続性に課題が残っている。カンボジ

アでは2008年に税関リスクマネジメントが導入され、CRMDSは2011年2月にようやくインストー

ルが完了した。今後、プロジェクト終了後にGDCE独自の努力により右システムの運用開始が見

込まれるが、その運用を着実なものとするため更なるフォローアップ協力の必要性も示唆され

た。なお、JICAの経費負担にて確保されているCRMDSのサポート期間（1年間）終了後に、右

システムの維持管理・更新を、独自に継続するための組織・財政的な具体的措置が見込まれる

のであれば、その持続性は更に高められると思われる。 

 

 ３－５－３ 技術面 

本プロジェクトにより伝えられた技術は、タイとベトナムではプロジェクト終了後も継続的

に活用される見通しがあると判断された。技術面での持続性に貢献する要素として、TCDのリ

スクマネジメント課は地方税関職員に技術的アドバイスを提供する十分な能力を得るに至って

いる。本プロジェクトを通じて得た技術的知見は、タイとベトナムの各リスクマネジメント担

当課職員による日々の業務のなかでも、引き続き活用できる見込みが高いことが報告された。
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さらに、地域レベルではタイとベトナムの関税局間での技術交換が今後もさらに計画されてい

るなど、技術面の持続性に貢献する要素が確認された。 

他方、カンボジアでは技術面での持続性にも課題が残されている。CRMDS使用法に関する研

修は2011年1月に中央・地方レベル職員に対して実施され、CRMDSのシステム面をサポートする

専任スタッフも1名配置されているが、右システムの本格的な運用開始後に何らかの技術的サポ

ートの必要が生じる可能性が残されている。なお、CRMDS開発業者によるサポート期間（1年

間）は、業者からの技術的サポート及び維持管理が提供される見通しである。 

 

３－６ 結 論 

本プロジェクトは、アウトプット4に係るカンボジアとベトナムでの活動の遅れや軌道修正を除

いてはこれまで順調に進捗しており、対象3カ国の税関においてレベルの差はあれリスクマネジメ

ントの強化につながった。特に、カンボジアではCRMDSの開発によりその更なる強化が今後見込

まれている。国ごとの成果達成度としては、カンボジアではアウトプット1と2はおおむね達成さ

れた一方、アウトプット3の達成は限定的であり、アウトプット4とプロジェクト目標は中程度に

達成された。タイではプロジェクト目標とすべてのアウトプットはおおむね達成された。ベトナ

ムではアウトプット1、2及び3はいずれもおおむね達成しているが、アウトプット4の達成度は限

定的であり、プロジェクト目標の達成度も中程度と判断された。 

5項目の観点からの評価結果は、妥当性は対象3カ国において比較的高いが、有効性は3カ国すべ

てにおいて中程度に確保されていると判断された。効率性はタイでは適切であり、カンボジアと

ベトナムでは効率性を低減させる要素がそれぞれ確認された。インパクトとして、タイとベトナ

ムの税関同士で地域レベルの技術交換が、今後も自発的に計画されているほか、各税関内他部署

との関係強化がなされたことも報告された。さらに、ベトナムでは外部機関との関係強化につな

がる事例も報告された。持続性は、タイとベトナムでは政策面、組織・財政面、技術面ともに比

較的高いと判断されたが、カンボジアでは政策面では比較的高く、組織面では中程度、財政面・

技術面での持続性に課題が残されていることが確認された。 
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第４章 提言及び教訓 
 

４－１ 提 言 

 調査結果に基づき、調査団は以下のとおり提言を行った。 

 

（1）TCD及びGDVCは、プロジェクト終了後も地方税関職員の研修を独自のイニシアティブによ

り継続的に実施すること。特に、GDVCでは地方税関職員に対する定期研修を組織的に実施し

ており、そのようなイニシアティブは是非継続して頂きたい。 

（2）技術交換は、タイとベトナム間で域内交流が開始されつつあるため、このようなイニシア

ティブをカンボジアを含む近隣諸国にも広めることが望ましい。 

（3）上記の技術交換では、各国の法律に準拠しつつも域内全体でのリスクマネジメントの能力

向上を図るためには、よりオープンな情報・技術交換がなされることが望ましい。 

（4）GDCEは2011年3月のプロジェクト終了後速やかにCRMDSの運用開始を行うこと。 

（5）GDCEはCRMDSサポート期間終了後、右システムの維持管理や機能の強化を独自に継続で

きる具体的措置を講じること27)。 

（6）GDCEはCRMDSサポート期間中のシステム修正を検討する際には、慎重に判断すること。

これは、GDCEによるシステム変更に起因するトラブルに対して、開発業者による技術サポー

トが得られない状況を回避するためにも重要である。 

 

４－２ 教 訓 

 今後、類似案件に対する本プロジェクトの経験からの教訓には以下が挙げられる。 

 

（1）リスクマネジメント分野の技術協力の形成にあたっては、各対象国のリスクマネジメント

導入度合いに応じて、守秘義務が発生し得ることを考慮に入れることが望ましい。 

（2）複数国を対象とする広域案件では、本邦研修や第三国セミナーなどを共通して開催するこ

とで当該分野における参加国の経験からも互いに学ぶ利点がある。 

（3）広域案件でスタート地点の異なる国を対象とする場合、各対象国におけるプロジェクト内

での役割分担を当初から明確にしておくことが望ましい。 

（4）（カンボジアとベトナムでの経験から）広域案件において、長期専門家が短期訪問ベースで

技術移転を行う場合、専門家とC/P間で協力内容に関する十分な共通理解を十分に得られない

可能性がある。相互理解の欠如は、プロジェクトの活動内容とC/P側のニーズとの間に温度差

をもたらしかねない。特に研修やセミナーを中心とする技術移転を行うにあたっては、C/P側

の研修ニーズを的確に把握したうえでそれに見合った人材を投入するなど、ニーズとのマッ

チングを慎重に判断することが肝要である。 

（5）（日本側への教訓として）異なる状況にある複数国を対象とする広域案件の計画・立案にあ

たっては、プロジェクト開始時点における各国のスタート地点を十分に把握したうえで各ア

ウトプットとプロジェクト目標、並びにそれらの指標を明確に設定することが重要である。

                                                        
27) CRMDSをGDCE内の日々のリスクマネジメント業務に定着させるため、更なるフォローアップ協力の必要性が現地調査時

に示唆された。 
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このためにプロジェクト開始前には、詳細な現状把握や調査の効果的実施が望まれる。 
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Summary of the Evaluation Results 

 

1. Outline of the Project 

Country: Cambodia, Vietnam, Thailand 

 

Project title: Regional Cooperation Project on Risk 

Management for Customs in the Mekong Region 

Issue/Sector: Fiscal and Financial Sector 

Management 

Cooperation scheme: Technical Cooperation 

Division in charge: Public Policy Department Total cost (as of Feb 2011): About 170 million JPY 

 

Partner Country’s Implementing Organisations:  

General Department of Customs and Excise  

(GDCE), Cambodia 

Thai Customs Department (TCD), Thailand 

General Department of Vietnam Customs  

(GDVC), Vietnam 

Japanese Cooperating Organization(s): Customs and 

Tariff Bureau, Ministry of Finance 

Period of Cooperation: Feb 2008 – March 2011 

Related Cooperation: 

・Technical Cooperation Project for Risk Management 

in Customs, Cambodia (2005-2007) 

・Project on Strengthening the Training System for 

Improving Capacity of Frontline Officers of Vietnam 

Customs, Vietnam (2009-2012) 

・Project for Modernization and Internationalization of 

Customs Administration, Vietnam (2004-2007) 

1-1 Background of the Project 

Mekong Region Development is now becoming increasingly important in order to alleviate the economic 

gaps within the region especially when the economic integration of ASEAN brought forward in 2015. With 

the opening of the second Mekong bridge between Mukdahan in Thailand and Savanakhat in Laos in 

December 2006, Mekong East-West Corridor has linked all the way from Vietnam through Myanmar. The 

mobility of goods and persons within the region is considered to be one of the key factors for vitalizing the 

economy, hence institutional arrangement and human development that could facilitate these transnational 

movements is much needed. 

In order to assure smooth trade in the region, customs of each country is expected to speed up its 

procedures for customs clearance, on the other hand it is required to crackdown illegal transactions as well 

as to watch the borders for anti-terror measures. In order to satisfy these two opposing requirements, 

customs in each country is required to utilize effectively its financial as well as human resources. More 

specifically, it is necessary to introduce risk management system in the customs in order to strictly 

crackdown high-risk customs clearance while making procedures less complicated in low-risk customs 

clearance, based on the accumulation and analysis of various customs clearance information. In order to 

realize this, human as well as institutional capacity building on customs risk management are necessary for 

customs of each country. 

Based on the above background, the Governments of Cambodia, Thailand and Vietnam have requested 

assistance for Customs Risk Management to the Government of Japan, and the technical cooperation 

project was approved targeting those three countries. 



 

 

1-2 Project Overview 

The Project Purpose is identified as “Customs of Cambodia, Thailand and Vietnam will acquire the ability 

to efficiently and effectively develop Risk Management towards international standard” and it has been 

implemented since February 2008 to March 2011, with counterpart institutions of target countries indicated 

above. Three long-term experts (Customs Administration, Risk Management and Coordinator/Training) are 

currently dispatched for the Project. 

 

(1) Overall Goal: World class customs risk management is implemented in the Mekong region to facilitate 

international trade and to secure the societies from hazardous consignments. 

(2) Project Purpose: Customs of Cambodia, Thailand and Vietnam will acquire the ability to efficiently and 

effectively develop Risk Management towards international standard. 

(3) Outputs:  

1. Risk Management Action Plan for Customs clearance, PCA and prevention of smuggling is carried out.

2. The Customs Risk Management procedures for national level profiling are established. 

3. The Customs Risk Management procedures for regional level profiling are established. 

4. IT Profiling system related is developed. 

 

 (4) Inputs (as of Feb 2011) 

Japanese side: total cost (about 170 million JPY) 

 ・Japanese experts 

     Long-term: 4 persons 

Short-term: 14 persons (5.03MM) * Includes anticipated placement up to March 2011 

・Training courses: 45 persons (15 each from Cambodia, Thailand and Vietnam) 

・ Equipments: About USD 194 thousand (including USD 175 thousand for CRMDS in 

Cambodia) 

Cambodian, Thai and Vietnamese sides:  

・ Assignment of C/Ps: 20 persons from GDCE, 24 persons from TCD and 36 persons from     

GDVC 

・ Project Office: provided within TCD 

・ Working places and necessary facilities: provided by GDCE, TCD and GDCE to   

implement seminars/trainings 

2. Outline of the Terminal Evaluation Team 

Evaluation Team 1. Leader, Mr. Hiroyuki Abe, Director, Fiscal and Financial Sector Management 

Division, Governance Group, Public Policy Department, Japan International 

Cooperation Agency (JICA) 

2. Cooperation Planning, Mr. Kensuke Tsuji, Deputy Director, Fiscal and Financial 

Sector Management Division, Governance Group, Public Policy Department, JICA 

3. Evaluation Analysis, Ms. Yuko Tanaka, Consultant, VSOC Co. Ltd. 

Period February 13, 2010 – February 26, 2011 Type of Evaluation: Terminal 

3. Summary of Evaluation Results 

3-1 Achievements 

 

 



 

 

 
(1) Likelihood of Achieving the Project Purpose 

 

Project Purpose: Customs of Cambodia, Thailand and Vietnam will acquire the ability to efficiently and 

effectively develop Risk Management towards international standard. 

 

The Project Purpose is mostly achieved in Thailand while it is moderately achieved in Cambodia and 

Vietnam. Each target country has different starting point in terms of introduction of customs risk 

management in their respective customs departments, therefore the level of advancement varies from one 

country to another. Both of TCD and GDVC are reported to be moving toward more efficient and effective 

development of risk management in a steadily way, while GDCE is reported to require some more time 

before it could reach the international standard since it has just introduced customs risk management in 

2008. 

The PDM does not specify concrete indicators to verify “international standard” of risk management, 

however it is verified that TCD complies with international guidelines set by the World Customs 

Organisation (WCO); and GDVC is also moving toward the same direction. In addition, confidentiality 

issue regarding risk management has been reported to be one of the factors that may inhibit the realization 

of Project Purpose. 

 

(2) Level of Achievements: Outputs 

Output 1 has been either achieved or mostly achieved in all target countries. The Plan of Operation1 was 

approved in the first JCC Meeting held in 2009 and they were revised when necessary (indicator 1-1). In 

addition, each country has its own action plan for risk management developed and revised on its own 

initiatives. Followings are the levels of achievements of the rest of the Outputs in each country. 

 

<Cambodia> 

In Cambodia, Output 2 has been mostly achieved. The Risk Indicators together with Selectivity Criteria are 

set up in the early stage of the Project and revised time to time. The Risk Management is officially put into 

practice in May 2008 when Automated Clearance System called ASYCUDA is launched in Sihanoukville 

(SHV). The Project contributed to making risk management procedure more analytical through series of 

discussions and consultations in introducing IT profiling system in the Project. As for Output 3, the similar 

but compact set of risk indicators and selectivity criteria mentioned above have been introduced in some of 

the local customs. However there are no specific indicators or selectivity criteria that are utilized 

specifically in the local customs. Cambodia has just introduced risk management recently and it is still in 

the process of enhancing its procedure into more comprehensive one at the national level. Hence it is 

assessed that the achievement of Output 3 has been rather limited. Output 4 has been moderately achieved. 

The Customs Risk Management Database System (CRMDS) has been developed and the installation has 

just been completed in February 2011. The project has also conducted some training on how to use 

CRMDS targeting GDCE officers at both central and local customs. In addition, the process of developing 

CRMDS has contributed to enhance understanding of selectivity criteria through series of discussions with 

risk management officers. However, CRMDS is yet formally launched within GDCE and it is uncertain if 

it will work smoothly when it is put into practice. 

 

<Thailand> 

                                                      
1 According to the interview with Japanese expert team, the Action Plan appeared in PDM refers to the Plan of 

Operation of this Project. 



 

 

In Thailand, customs risk management was introduced in late 1999, and consequently, risk indicators, risk 

profiles and selectivity criteria were initially set up around the same time for both local as well as central 

levels (indicators 2-1 and 3-1). Guidelines and/or manuals for risk management were also prepared by own 

its initiatives, some of which include a guideline on Electronic Data Interchange (EDI) system in 2000 and 

most recent one, “User Manual for Profiling System”(2010)(indicator 2-2 and 2-3). In resume, the Output 

2 and 3 have been mostly achieved, and with contribution of this Project these indicators and profiles are 

improved by incorporating updated information gained from a database known as “CORPUS”, which is 

provided by a private enterprise in Thailand. As for Output 4, TCD has its own risk management system in 

place before the initiation of the Project, therefore the Project has indirectly contributed to improve the 

traders’ profile by providing financial support to get access to CORPUS database mentioned earlier. 

Therefore, the Output 4 is considered to be mostly achieved. 

 

<Vietnam> 

In Vietnam, risk indicators and profiles have been initially set up in 2006, which is before the 

commencement of the Project. At the same year, regulation, guideline and manual for risk management 

were also developed and have been updated when necessary until present. GDVC revised and improved 

above mentioned risk indicators / profiles as well as guidelines and manuals on its own initiatives, taking 

into consideration of some inputs from the Project. With this observation in mind, it is verified that both of 

the Outputs 2 and 3 have been mostly achieved, and the procedures for customs risk management are 

effectively carried out both at the central and local customs of GDVC. 

 As for Output 4, several modifications were made as to what kind of system can be developed by the 

Project through the series of discussions. As a result, IT profiling system was not developed directly by the 

Project. The existing system within GDVC known as “Riskman” has been upgraded by own initiative of 

GDVC. Therefore the level of achievement of Output 4 is considered to be limited in Vietnam. 

 

3-2 Results as per the Five Evaluation Criteria 

(1) Relevance 

The relevance of the Project is considered to be remained high in all target countries for the following 

reasons: 

・ The Project Design is in line with national policies of target countries, namely “Sub-decree 21 on 

Trade Facilitation through Risk Management2” and “Customs Modernization Program” (2009-2013) of 

GDCE in Cambodia as well as “Customs Modernization Strategy of GDVC in Vietnam. It is also 

consistent with organizational strategy of TCD in Thailand. 

・ The Project’s contents are coherent with Japan’s cooperation policies to target countries. As a regional 

initiative, expansion of trade and investment is one of the priority areas in “Japan- Mekong Region 

Partnership Program” announced in January 2007. In addition, the Project is consistent with priority 

areas for Japan’s assistance strategy to respective countries, which are strengthening of economic 

foundation for Cambodia, promotion of economic development and international competitiveness for 

Vietnam, and enhancement of competitiveness for sustainable development for Thailand. It also 

supports the Thai initiatives for Mekong Regional Development identified as priority areas. 

                                                                                                                                                                      
2 Dated on 1st March 2006. 
3 According to JICA’s Guideline on Project Evaluation (2010), overall goal identified in PDM is considered to 

be one of the impacts of the Project. The overall goal is normally expected to be achieved within 3-5 years 
after the completion of the Project.  

4 Further follow-up activities in order to consolidate the system into daily operation of GDCE might be 
necessary. 



 

 

 

(2) Effectiveness 

The effectiveness of the Project is moderately assured in all target countries for the following reasons: 

・ The Project Purpose “Customs of Cambodia, Thailand and Vietnam will acquire the ability to 

efficiently and effectively develop risk management towards international standard” is considered to 

be mostly achieved in TCD and moderately assured in GDCE and GDVC.  

・ Regarding causal relations between Outputs and Project purpose, some parts of Outputs are achieved 

not only by the Project itself but also by the efforts made by customs department in each respective 

country. For example, risk indicators/profiles were already set up before the Project’s commencement 

both in TCD and GDVC, while the contribution by the Project was made in terms of the improvement 

and revision of this information. In GDCE, risk indicators/profiles were introduced during the 

cooperation proceeding to the Project, and the Project made some improvement towards them with 

detailed study and analysis. 

 

(3) Efficiency 

The efficiency of the Project is considered to be appropriate in Thailand, while it is considered to be 

rather limited in Cambodia and Vietnam for the following reasons: 

・ The regional seminars as well as training courses in Japan have been efficient in terms of cost, since 

these seminars enabled to transmit knowledge and experiences of Japanese Customs to three target 

countries at the same time.  

・ The technical transfer by the Project was made in the form of seminars/trainings, as well as short time 

visits to Cambodia and Vietnam on a monthly basis. This approach made it rather difficult to foster 

sufficient mutual understanding regarding the contents of the cooperation.  

・ In terms of development of customs IT profiling system (Output 4), it took longer time for both sides 

to attain sufficient and in-depth understanding of contents of IT systems in Cambodia and Vietnam. 

This has undermined the efficiency as well as effectiveness of Output 4. 

・ One possible inhibiting factor to the project may include the confidentiality of risk management issues, 

which limits the concrete and detailed discussion among them. 

 

 (4) Impact 

The customs risk management has been introduced and developed with major initiatives of each target 

country before and/or shortly after the commencement of the Project. Therefore it is difficult to verify 

impacts caused solely by the implementation of this Project. With this observation in mind, followings are 

some positive factors identified: 

・ The coordination and information exchange with other department(s) within each respective customs 

department have been enhanced. 

・ As for the level of achievement of overall goal 3  “World class customs risk management is 

implemented in the Mekong region to facilitate international trade and to secure the societies from 

hazardous consignments”, it is verified that each respective customs department is on its way to 

achieve the overall goal. 

・ Both TCD and GDVC reported that they become confident that their risk management practice is on 

the right track towards international standard through learning practice of Japanese Customs as well as 

WCO during the implementation of the Project. 

 

(5) Sustainability 

The sustainability of the effects of the Project is considered to be relatively high in Thailand and Vietnam; 



 

 

while it is yet to be assured in Cambodia for the following reasons: 

・ From the policy perspective, customs risk management is likely to remain to be one of the priority 

areas in all target countries. In Cambodia, customs risk management is included as one of the action 

plans on “Trade Facilitation and Security” and one of the eight strategic objectives in the “Reform and 

Modernization Program 2009-2013” mentioned above. TCD reported that risk management will 

continue to be an important issue for trade facilitation as well as customs control, under the vision of 

“World-class Customs for national competitiveness and social protection”. In Vietnam, GDVC is now 

finalizing the “Strategy for Customs Modernization 2011-2015” and its longer-term vision up to 2020, 

where customs risk management is included as one of the four priority areas. 

・ In terms of organizational aspect, the sustainability of Project’s effects is considered to be on the right 

track due to commitment from GDCE, while financial aspect is considered to be relatively constrained. 

On the other hand, organizational as well as financial sustainability is considered to be relatively high 

in TCD and GDVC, since they have been conducting customs risk management on its own human and 

financial resources during the course of the Project. In addition, the Risk Management Division of 

TCD annually plans and conducts training course(s) for local customs officers, which is another 

contributing factor to this aspect. 

・ As for technical aspects, it is verified that the techniques transferred by the Project is likely to be 

sustained in TCD and GDVC. Risk management officers at both TCD and GDVC reported to be able 

to continue applying some technical knowledge obtained through the Project. It is also verified in 

Thailand that their risk management officers now have sufficient capacity to provide technical advices 

to local customs officers.  

・ On the other hand, technical sustainability is considered to be relatively constrained in Cambodia. The 

trainings were held in January 2011 on the usage of CRMDS, while GDCE reported that they may 

require further technical support when CRMDS will be formally put into operation. In addition, the IT 

company will provide one-year support period to GDCE including maintenance with the financial 

support of JICA. 

 

 (6) Factors that promoted/ inhibited realization of effects 

1) Promoting factors: Preceding cooperation served as effective preparatory phase of the Project 

implementation; Regional Joint Coordinating Committee (RJCC) provides opportunities for 

information exchange among participating countries; Technical exchange has contributed to 

promoting effects of the Project. 

2) Inhibiting factors: Confidentiality issues have constrained the technical as well as information exchange 

among target countries as well as Japan; Communication with IT company as well as Japanese experts 

based in Thailand made it difficult for GDCE to undertake activities for IT system development in 

Cambodia; Lack of sufficient understanding regarding the contents of IT system to be developed by the 

Project undermined effects of Output 4 in Vietnam. 

 

3-3 Conclusion 

In summary, the overall customs risk management has been further enhanced in all target countries 

although there has been delay or modification of activities under Output 4 in Cambodia and in Vietnam. In 

Cambodia, development of CRMDS is expected to further enhance risk management in GDCE. Regarding 

the level of achievement in each country, Output 1 and 2 have been mostly achieved in Cambodia, while 

achievement of Output 3 has been rather limited. Output 4 and Project Purpose have been moderately 

achieved. In Thailand, Project Purpose and all Outputs have been mostly achieved. In Vietnam, Output 1, 2 

and 3 have been mostly achieved, while achievement of Output 4 has been rather limited. The Project 



 

 

Purpose has been moderately assured in Cambodia. 

 

3-4 Recommendations and Lessons learned 

 

3-4-1 Recommendations 

On the ground of the results of the study summarised above, the Terminal Evaluation Team has made the 

following recommendations to the Project. 

 

1. TCD and GDVC is recommended to continue its initiative for training local customs officers on risk 

management issues after the termination of the Project; 

2. In terms of technical exchange, the Team appreciates the initiatives for regional level technical 

exchange planned between TCD and GDVC. Therefore, it is recommended to continue similar 

technical exchanges within neighboring countries;  

3. In the technical exchange mentioned above, it would be preferable that information and technical 

exchange would be made more openly in order to enhance overall capacities of risk management in the 

region, in compliance with national regulations in each country. 

4. GDCE is recommended to put CRMDS into operation (“go alive”) promptly after the end of the 

Project in March 2011.  

5. GDCE is recommended to take concrete measures for maintenance and enhancement of the functions 

of CRMDS, especially after the completion of one-year support period4. 

6. The GDCE is recommended to be highly cautious when it considers to making any modifications to 

the CRMDS during one-year support period. The IT company may not be able to continue technical 

support if some system’s modifications are made by GDCE. 

 

3-4-2 Lessons learned 

Followings are common lessons learned from Project’s experiences for similar types of cooperation in the 

future: 

 

1. In formulating technical cooperation on customs risk management, confidentiality issues shall be 

considered depending on the levels of development of risk management in each recipient county; 

2. Occasions of joint activities under the regional cooperation project such as trainings in Japan and 

regional seminars could enable participants to learn each country’s experience on their common issues; 

and 

3. For the regional cooperation targeting various countries with different starting points, it is important to 

clarify roles and responsibilities of each target country within the Project. 
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評価グリッド：タイ国メコン地域における税関リスクマネジメントプロジェクト終了時評価調査結果（カンボジア） 

1. 実績の検証（ACHIEVEMENT） 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

日本側投入は計画とおり実施
されたか。 

投入実績：専門家派遣状況、研修員受入
れ状況、機材供与実績、経費 

投入実績（専門家派遣、研修･セミナー、機材供与）については合同評価報告書Annex6～11を参照。 1-1 
投入実績 

相手国側投入は計画とおり実
施されたか。 

投入実績：C/P配置状況、施設機材配備状
況、運営費の概要等 

投入実績（C/P配置、現地活動費）についてはAnnex12、13を参照。 

アウトプット 現行PDM(version 1.1）上の指標 
1. Risk Management Action 
Plan for Customs clearance, 
PCA and prevention of 
smuggling is carried out. 

1. Action Plan is developed. 
・アクションプランはプロジェクトのPOAを指しており、各国税関が自身の業務に使用するアクションプランを日
本人専門家が指導や助言することはスコープに入っていないことがプロジェクトの専門家より報告された。 

・独自に作成したアクションプランとしては、2003～2008、2009～2013年のReform and Modernisation Program
の一環として、Strategy及びアクションプランが策定されており、これらはプロジェクトのめざす方向性（税関
の近代化）と合致している。 

2. The Customs Risk 
Management procedures for 
national level profiling are 
established. 

2-1 Risk indicators and profiles for 
national level profiling developed.
2-2 Guideline, manuals and materials 
for national level profiling 
developed. 
2-3 The number and quality of training 
courses. 

・2006年3月にTrade Facilitation through Risk Managementに関する省令（Sub-decree 21）によりGDCEにRMが導
入された。2008年にはAutomation Clearance Systemが導入され、本格始動した。 

・先行する協力により、Profile設定（日本の100種以上の中からカンボジア国では28種を選定）、Selectivity 
Criteria(10種、うち1種は上述のProfile群のこと）を設定への準備が進められ、プロジェクト開始後初期の段
階でこれらが設定された。 

・（指標2-2）：中央レベルのガイドラインとしては、上述のSub-decree21が指針のようなもの。このほか、GDCE
内にはRegulationが存在しているが、いずれも本プロジェクトの協力により作成されたものではない。 

3. The Customs Risk 
Management procedures for 
regional level profiling are 
established. 

3-1 Risk indicators and profiles for 
regional level profiling developed.
3-2 Guideline, manuals and materials 
for regional level profiling in the 
pilot sites developed. 
3-3 The number and quality of training 
courses. 

・カンボジア国内には東西南北の4ブロックに分かれており、4ユニット存在している（1ユニット当たり4-5県をカ
バーしている）。プロジェクトの研修にはこれら地方税関の関係者も参加した。 

・Automation System(ASYCUDA）は中央（空港、Dryport）、地方税関(SHV）の計5カ所で導入している。 
・（指標3-2）：地方税関に特化したマニュアル・ガイドラインは存在しない。さらに、新システム（CRMDS）では

地方に特化したIndicatorにも対応できることになっている（Selectivity Criteriaの一つにLocal Profileがあ
る）が、現段階では地域に特化したプロファイルは使用されていない。今後必要に応じて導入も考えられる。 

・今回インタビュー調査した地方税関関係者は、2008年より現在のポスト（Team 3, Risk Management Officers）
についている。Team 3で管轄しているのは沿岸地域の4県（Sihanoukville, Koh Kong, Kampot, Keb県）であり、
この内SHV県でのみAutomation Systemを導入している。他3県ではマニュアルによるインスペクションを実施。
なお、同チームが管轄する県においては、SHVで2008年から、他3県では2010年ころよりRM導入が開始された。 

1-2 
アウトプッ
トの達成状
況 

4. IT Profiling system 
related is developed. 

4-1 Completion of developing IT 
profiling system. 
4-2 Necessary information is well 
stored in the system. 
4-3 The number and quality of training 
courses for administration system. 

・システムとしては、プロジェクト開始前にTrader Credibility Management System(TCMS）が設立された（2007
年）。 

・新システム（CRMDS）の開発にあたっては、①開発業者がタイの企業であることから遠隔操作である点、②業者
とGDCEとを仲介する日本人専門家とGDCEとの間にコミュニケーションや調整に時間を要したこと、等により進捗
に遅れが生じた。 

・CRMDSの現在の進捗：インストール済みで、使用方法に関する研修も実施済み（2011年1月～2月）。今後は実際
に運用するなかで生じた問題への対処や、プログラムの改善（例．ある機能については動きをよりスムーズにす
るため拡充するなど）が必要になってくると思われ、そのためにJICAには要請書を提出している。 

・CRMDSの改善の余地がある機能として、①新規（＝登録されていない）Trader（貿易業者）の情報への対応、②
Custom Broker（通関業者）に関する機能に関して一部問題があること、の2点がC/Pより指摘された。 

・上記2点に関し専門家によれば、①はもともと貿易管理の一環として行うべきものであり、右システムの機能と
しては当初から想定していなかった、②については通関業者は通関士の資格を有する個人が対象となってくる
が、現行のカンボジアの通関申告書では企業名のみで個人名や通関士のIDなどを記載する欄がそもそも存在しな
いなかで、このような機能の導入は時期尚早と判断していることが報告された。 

プロジェクト目標 現行PDM(version 1.1）上の指標 1-3プロジ
ェクト目標
の達成状況 

Customs of Cambodia, Thailand 
and Vietnam will acquire the 
ability to efficiently and 
effectivelly develop Risk 
Management towards 
international standard. 

1. The level of officials in charge of 
RM. 
2. The level of improved results of 
Time Release Survey. 

・何を以ってInternational Standardと判断するかの基準が不明確であり、かつその達成度については国ごとに違う。 
・カンボジアではRMは2008年に導入されたばかりであり、人の成長に例えればやっと歩き始めた段階。 
・RJCCなどでタイ国やベトナム国の発表を聞く機会はあるが、そこで報告されるのはRMに関する極めて一般的な情

報が中心で、より技術的な内容にまで踏み込んで情報交換ができていない（Confidencialityにも関わる議題で
あることも一因）。このため、例えばタイやベトナムで導入しているSelectivity Criteriaについての情報は当
該国から報告はなく、日本人専門家に聞いても良く分からない（あるいはConfidentialなため公開できないもの
か）状況である。 

・（指標1）：プロジェクトの研修（内国、域内、本邦）を通じて能力強化が図られ、かつRMに関して不明確な点
について明確にされた。 

・（指標2）：Time Release Surveyは他ドナー（世銀、ADB等）が実施しているが、BLに関する詳細データは持っ
ていない。ただし、RMが導入されてからはリスクの高い物流に優先度をおいて税関監査が進められているため、
所要時間の短縮は見込めているものと思われる。 
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2.実施プロセス（IMPLEMENTATION PROCESS） 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

2-1 
活動実施状
況 

活動は計画どおり実施されているか。 
活動計画の修正の理由は何か。 

活動の実施状況 
活動修正理由 

・新システム（CRMDS）の開発、導入にあたり当初計画（2010年6月ころ導入予定）より半年以上の遅れがあった。
これにより、本プロジェクト終了前に運用開始となるかどうか懸念されている。 

・システム開発業者の調達手続きはJICAタイ事務所を介して行われたが、その手続きに1年ほど時間を要したこと
が活動の遅れにつながった旨、専門家より報告された。 

2-2 
技術移転 

技術移転の方法に問題はないか。 
それぞれの技術移転の対象者数は。 

各分野における技術移
転の方法やその内容、技
術移転対象者の数と背
景 

・C/P側はリスクマネジメントの実務に関する踏み込んだ指導を期待していたが、投入された長期専門家のバック
グランドにかんがみ実務面での踏み込んだ議論には制約が生じた。 

2-3 
モニタリン
グ 

プロジェクトの進捗モニタリングは誰が、どの
ように、どのような頻度で実施、その結果がプ
ロジェクト運営に反映されているか。 

モニタリングの仕組み、
計画の修正内容、手法
（戦略）の見直し、フィ
ードバックの体制 

・月に一度の頻度でタイに拠点を置く専門家がカンボジアに出張ベースで訪問し進捗確認を行った。 

2-4 
意思決定プ
ロセス 

活動の変更、人員・地域の選定等にかかる決定
はどのようなプロセスでなされているのか。 

意思決定のプロセス、そ
れに起因する問題点 

・活動はC/Pとの協議・検討のもとで進められた。 
・ITシステム開発に係る業者の選定は専門家や日本側主導で行われた。 

2-5 
関係者との
関わり方 
（コミュニ
ケ ー シ ョ
ン） 

コミュニケーションは良好か。共同して問題に
対処したか。 

コミュニケーションの
頻度、方法、計画変更時
の対応状況、フィードバ
ックの体制、協力内容

・特に新システム（CRMDS）において、開発業者（タイ企業）との間のコミュニケーションは遠隔で専門家を仲介
して実施したが、システム上の複雑な内容も含まれたため三者間の理解の醸成や調整に時間を要した。 

2-6 
認識（オー
ナ ー シ ッ
プ） 

C/Pのプロジェクトに対する認識は高いか。 
（関係機関やターゲットグループのプロジェク
トへの参加度合いやプロジェクトに対する認識
は高いか。） 

プロジェクトへの理解
度、貢献度合い 

・C/Pは中央レベルを中心に、地方税関（SHVなど）からもプロジェクトの研修に参加した。RJCC等でのカントリー
レポート発表など自主的にプロジェクトへの情報提供をするほか、日常業務において専門家への情報提供に協力
した（例．プロジェクト活動の前半期は税関行政専門家によるカンボジアRMシステムの現状調査に時間が費やさ
れた。2008年の開始後2010年ごろまでは同調査が中心的な活動であったと認識している）。 

2-7 
C/Pの配置 

適切なC/Pが配置されているか。C/Pの交代の背
景は何か。 

C/Pの配置状況、 
C/P交代の理由 

・プロジェクト開始当初より主要C/Pは同一の人材が一貫して配置された。 

2-8 
その他 

その他、プロジェクトの実施過程で生じている
問題はあるか。その原因は何か。 

これまで提示された問
題点と原因 

・新システム開発に関し、①開発業者がタイ企業であること（遠隔操作の困難性、直接コミュニケーションがとれ
ず、専門家を介しての調整となるため三者で誤解が生じたケースもあった）（調査小項目1-2参照）。 

・専門家によれば、開発業者の選定は、当時カンボジアとベトナム両方で同様のシステムの開発を想定していたた
め、同じ企業に発注することがコスト面、管理面双方から望ましいと考えられた。このため、適切な業者を探す
なかでタイ企業（Jelly Fish）に発注することになった。もし、当初からカンボジアのみでシステム開発するこ
とが念頭にあれば、タイ企業のみならず他国籍の企業（ベトナム企業など）も視野に入ったと考えられる。 
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3.妥当性（RELEVANCE）プロジェクトの実施は妥当であるか。 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

相手国対象地域のニーズに合致しているか。 タイ、カンボジア、ベト
ナム各国の税関RMに関
する課題、現状 

3-1 
必要性 

ターゲットグループのニーズに合致しているか タイ、カンボジア、ベト
ナム各国の税関RMに関
する課題、現状 

・2015年のアセアン統合に向けて、各国は税関手続きの統一をめざしており、3カンボジア国を対象として本プロ
ジェクトでは各国制度を同一方向に整備することとなりアプローチとして適切である（事前評価表）。 

・Risk Management is in the Reform and Modernization Program 2003-2008 and 2009-2013（プレゼン資料） 
・The General Department of Customs and Excise（GDCE）has adopted its medium term of Reform Program which 

consists of two stages. The first stage is from 2003 to 2008 and the second one starts from 2009 to 
2012.(Custom Reform in Cambodia, p.3） 

・Customs reform is in the framework of economic reform because it is the key supporting element to achieve 
the processes of economic reform（ibid., p.3） 

・Risk Management continues to be among the scope of the phase 2 of the above-mentioned reform programe 
covering 2009-2013.  

相手国の開発政策との整合性はあるか。 タイ、カンボジア、ベト
ナム各国の開発政策、計
画 

・「Rectangular Strategy（以下、四辺形戦略）」（2004年）：貧困削減と持続的開発のため成長・雇用・公正・
効率に向けた政府をめざす。同戦略では政府はグッドガバナンスを開発の中核かつ前提条件と位置づけ汚職撲
滅、法・司法改革、行政改革、軍改革を進めるとともに１）政治・社会の安定、２）すべてのステークホルダー
との連携、３）マクロ経済・財政の安定、４）地域・世界への統合に努める。さらに成長重点分野として、１）
農業セクター振興、２）民間セクター開発・雇用創出、３）インフラのリハビリ・建設、４）能力構築と人的資
源開発を掲げている。 

・「国家戦略開発計画（National Strategic Development Plan 2006-2010（NSDP）」（2006年）：貧困人口割合
の削減を全体目標とし、主要セクター・課題ごとに優先目標・戦略・アクション・必要経費（5年間で計35億ド
ル）を記している。2008年発足の新内閣はこれまでの4辺形戦略の枠組みを引き継いだ第2次四辺形戦略を策定す
るとともにNSDPを2013年まで延長した。 

･各国援助計画において援助重点分野（カンボジア「グッドガバナンスの推進」、タイ「地域協力」、ベトナム「成
長促進」）として位置づけられており、さらに、税関分野は国境を越える課題の一つとして東南アジア地域課題
の一つとなっている（事前評価表）。 

＜地域イニシアティブ＞ 
・2007年1月に、2007年度から2009年度の3年間にODAを拡充する方針が示されるとともに、「日本・メコン地域パ
ートナーシップ・プログラム（2007年1月）」が発表され、そのなかで①地域経済の統合と連携の促進、②わが
国とメコン地域との貿易・投資の拡大、③基本的価値の共有と地域共通の課題への取り組みを柱とする旨、表明
されている。 

・「日本ASEAN行動計画」（2003年12月）：対ASEAN協力の重点分野として、1）ASEAN統合強化、2）ASEAN諸国の
経済競争力強化、3）国境を越える問題への対処、を掲げた。このうちASEAN統合強化については、域内格差是正
の観点から「メコン地域開発支援」を重視している 

3-2 
優先度 

日本の援助政策との整合性はあるか。 日本の援助政策 

<カンボジア> 
・外務省方針（2002年国別援助計画）：「持続的な経済成長及び貧困削減」を最大のテーマとし、次の重点分野（持

続的な経済成長と安定した社会の実現、社会的弱者支援、グローバルイシューへの対応、ASEAN諸国との格差是
正のための支援）を設定した。 

・JICAの援助重点分野は、「グッドガバナンスの強化」「経済基盤の強化」「社会開発の促進」であり、このうち、
経済基盤の強化に資する協力分野として、民間セクター振興（以下参照）が位置づけられる。 

・民間セクター振興：貿易SWApの下で他の援助機関と協調して輸出型の外国直接投資促進を支援するとともに、将
来的な外資と中小零細企業の連携による国内産業の育成も視野に入れ、中小零細企業の支援を行う。＜中略＞貿
易促進分野では、リスクマネジメント手法及び電子化システムの導入などを通じた貿易手続きの簡素化・効率
化・透明性の向上を、引き続き技術協力やPRGOにより支援する。 

プロジェクトはタイ、カンボジア、ベトナム各
国の税関リスクマネジメント強化に対する効果
を上げる戦略として適切か。（アプローチ、対
象地域の選定、他ドナーとの援助協調による相
乗効果、等）。 

現地既存・日本のノウハ
ウの活用状況、現地の状
況に適した協力形態選
択ができているか 

3-3 
手段として
の適切性 

日本の技術の優位性はあるか（日本の経験を生
かせているか）。 

日本の技術を用いた指
導実績 

・Trade FacilitationとCustoms Controlという2つの課題に対応するため、リスクマネジメントは有効な手段であ
るといえる。 

・日本関税局の経験は伝えられ、各国の実情に合わせ適宜活用・参考とされた（つまり、日本と対象各国の税関で
は、手続き面やシステムの機能にそれぞれ異なる面もあるため、一律に同じ技術がすべてに対応するものでもな
い）。 

・上記経験の伝達は、コンフィデンシャリティの許す範囲内で行われた。 



 

－
134

－

 

4.有効性（EFFECTIVENESS）プロジェクトの実施により、期待される効果が発現するか。 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

4-1 
プロジェク
ト目標の達
成予測 

プロジェクト目標の達成の見込みはあるか。 プロジェク目標の達成
度合い 

・プロジェクト開始初期（2008年5月）より、ASYCUDAシステムの導入と合わせてリスクマネジメントが開始された。
プロジェクト開始時には導入されていなかったリスクマネジメントが始動し、機能しており、プロジェクト目標
の達成度は中程度と判断される（国際スタンダードに至るプロセスであるため）。 

・リスクマネジメントの始動は、プロジェクト初期の専門家の働きによるところが大きいが、この時期GDCEにてRisk 
Indicators（28種）とSelectivity Criteria（10種）が設定・導入され、以降、現在に至るまで同じIndicator
とCriteriaを継続的に使用している。 

アウトプット実施による結果としてもたらされ
ているか。 

プロジェクト目標とア
ウトプットの関連 

・先行する協力によりRisk Indicator, Profileの設定準備が進められ、プロジェクト開始後初期の段階でこれら
は設定された。さらに、CRMDSの開発過程（アウトプット４）において、これらRisk IndicatorやProfileの設定
に関するコンサルテーションも実施された。 

4-2 
因果関係 

その他、プロジェクト目標の達成を貢献または
阻害する要因はあるか。 

該当する事例の確認 ・RMに関する情報の取り扱いにおいて守秘義務が生じるケースが報告された。カンボジアでは他2カンボジア国に
比較して顕著ではなかったが、日本やタイ、ベトナムのRMの現状に関する情報交換が守秘義務の制約を受けたこ
とがC/Pとのインタビューにより報告された。 

      

5.効率性（EFFICIENCY）プロジェクトは効率的に実施されているか。 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

5-1 アウト
プットの達
成度 

アウトプットの達成度は適切か。 各アウトプットの達成
状況 

・アウトプット１及び２はおおむね達成されたと判断されるが、アウトプット３の達成は限定的、アウトプット４
はある程度の達成度と判断された（詳細は調査小項目1-2を参照されたい）。 

アウトプットを産出するために十分な活動及び
投入であったか。 

活動実績、アウトプット
の達成状況 

・研修については、内国研修は1～2日、第三国研修は3日間という限られた時間であり（例．内国研修の1日目前半
は開催者挨拶などで終わってしまう、第三国研修の3日間の内訳は、①各国プレゼン（1日）、②専門家によるセ
ミナー、③サイト視察（1日）となっている。このような限られた短期セミナーではリスクマネジメント全体の
ごく一部しか触れることができないことがC/Pより指摘された。 

・実務面、技術面に特化した議論や情報交換にまでは至っておらず、自分たちの実務や技術の向上に直接的につな
がらないもどかしさがあった（調査小項目2-2参照）。 

5-2 
因果関係 

アウトプット達成を阻害している要因はある
か。 

該当する要因の確認 ・Risk IndicatorやSelectivity Criteriaの評価や改善にあたり、日本や第三国（タイ、ベトナム）からも技術面
での助言を求めたが、コンフィデンシャリティに関わる内容も含まれることから詳細な情報提供を受けられてい
ない。このことから、現在使用しているIndicatorやCrieteirが他諸国に比較してどうであるのか知ることがで
きない。 

5-3 
ニーズとの
マッチング 

計画に沿って活動を行うために、過不足ない
量・質及び適切なタイミングの投入が実施され
たか。 

投入実績（質・量） ・技術指導の内容に関するニーズと投入のマッチングについては、調査小項目2-2を参照のこと。 

5-4 プロジ
ェクトの運
営管理体制 

プロジェクトの運営体制はプロジェクト活動推
進に効果的になされているか。 
円滑な運営や活動を阻害する要因はあったか。

プロジェクトの運営、活
動推進を阻害する要
因・事例の確認 

アウトプット４における新システムの開発に際し、プロジェクトの効率的な実施を妨げる要因が確認された（詳細
は調査小項目1-2及び2-8を参照されたい）。 
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6.インパクト（IMPACT）プロジェクト実施により波及効果はあるか。 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

上位目標 現行PDM(version 1.1）上の指標 
World class customs risk 
management is implemented in 
the Mekong region to 
facilitate international 
trade and to secure the 
societies from hazardous 
consignments. 

** no indicators 
・上位目標の設定は、カンボジアにとって非現実的に高いと思われる（RM導入して2年目、World Classのレベルに

は到底達成できない）。これは、進んだ国であるタイやベトナムに比較してもそうであるし、日本に比較したら
その10％にも満たないような感覚である。 

6-1 
上位目標の
達成見込み 

上位目標の達成を阻害する要
因はあるか。 

該当する事例の確認 ・コンフィデンシャリティの制約により日本や先行する他対象国（タイ、ベトナム）の経験を具体的に学べないこ
とはGDCEの手法をより強化・改善するにあたり制約となり得る旨、C/Pより指摘があった。 

6-2 
因果関係 

上位目標とプロジェクト目標
は乖離していないか。 

プロジェクトのロジック、外部条件の影
響、 
貢献・阻害要因 

･上位目標はスタート地点の違う3カンボジア国に対し共通の目標が設定されており、英語では“World Class 
Customs RM is implemented”とある。この達成度が何を以ってWorld ClassとなるかはPDM上明確ではないが、
2008年からRMを導入後わずか2年余りでWorld Classレベルを達成することは非現実的な目標設定であったとい
える。 

6-3 
社会経済的
影響 

その他、予期しなかった正負の
影響、波及効果はあるか（政策
面、組織面のインパクト等含
む）。 

該当する事例の確認 ・GDCEで導入することになる新システム（CRMDS）の開発は、外国企業（タイのJelly Fish社）が実施した。今後1
年間のサポート期間中に問題が生じた場合などには右企業に出張ベースなどで対応を依頼することになるが、シ
ステム内に機密情報にあたるものも管理しているためそのコンフィデンシャリティ（特に右企業が外国籍である
こともかんがみ）に対し懸念される声が聞かれた。 

・JICAタイ事務所とJelly Fish社間の契約では、上記業務に関する守秘義務条項は含まれている旨、専門家より確
認された。 

      

7.持続性（SUSTAINABILITY）プロジェクトの効果は、プロジェクト終了後も継続・発展していくか。 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

税関リスクマネジメントにおけるタイ、カンボ
ジア、ベトナム各国政府の政策支援は協力終了
後も継続するか。 

各国国家政策における
税関RMの位置づけ 

・GDCEが作成し、MEFにより承認された同組織のReform and Modernisation Program 2009-2013によれば、8つの
Strategic Objectivesの一つ"Trade Facilitation and Security”に含まれるアクションプラン群の一つがRisk 
Managementに関するアクションプランであり、プロジェクト終了後も引き続き税関RMは優先課題の一つであり続
ける見通しは高い。 

7-1 
政策・制度
面 

本プロジェクトの効果が対象地域以外に普及す
る取り組みが確保されているか。 
 

対象国以外の近隣諸国
への波及可能性など 

・現在SHV、Dry Port、国際空港（計5カ所）に導入されているASYCUDAシステムを、2011年には17カ所（本部では
Export Office、Excise Office、他地方税関も含む）に拡張する計画がある（"Asycuda Roll-out"）（世銀の協
力あり）このなかで、本プロジェクトで開発したRisk Indicator、Selectivity Criteriaは継続的に活用される
見通し。 

・新システム（CRMDS）の開発に伴い、Selectivity Criteriaに4種程度追加されることがプロジェクト専門家より
提案され、GDCEの技術レベルでは承認した。今後正式な手続きを得て導入される見通し。 

協力終了後も効果を上げていくための活動を実
施するにあたり、対象3カンボジア国税関の組織
能力は十分か（人材配置、予算措置等）。 

対象3カンボジア国税
関、担当部署の組織能力

7-2 
組織・財政
面 

プロジェクト実施による効果を維持するための
C/P機関のオーナーシップは十分に確保されて
いるか。 

C/Pのプロジェクトに対
する理解度、貢献度 

・組織・財政面では本来業務としては続けていくが、外部からの支援なしには現状レベルの維持にとどまる。近隣
国や日本から協力を得ることで、より高いレベルのRM導入が可能となるのではないかと考える（GDCEスタッフイ
ンタビュー）。 

プロジェクトで伝えられた技術はプロジェクト
終了後もC/Pにより維持される見通しはあるか。

C/Pの能力、技術力 
これまでの活動状況 

・プロジェクトで伝えられた技術は、RMについては一般的な概要にとどまった。RMの実務面・技術面でより実践的
な助言をできる専門家からの協力を切に希望している（GDCEスタッフインタビュー）。 

・他方、国内研修、第三国研修を通じて得た技術、新システム開発の過程で得た技術などが本プロジェクトで伝え
られた技術であると理解している。 

7-3 
技術面 

資機材の維持管理は適切に行われているか。
（C/Pが単独でできるようになるか）。 

C/Pの技術力、機材整備
状況 

・新システム（CRMDS）のサポート期間はプロジェクト終了後から1年間（メンテナンスも含む）。サポート期間中
のサービス料はプロジェクトで負担する（6万バーツ／月）こととなっている。 

・その後に生じた問題やメンテナンスはIT専任スタッフ（1名）を有しており、ある程度は対応可能。ただし、通
常のメンテナンスの域を超える機能の追加や改善の余地がある課題（調査小項目1-2参照）については予算面、
技術面ともにGDCE独自の体制で実施できるか不透明である。 

・なお、サポート期間中のシステムの修正や変更をGDCE側で実施した場合、Jelly Fish社からのサポートを継続で
きない可能性がでてくるため注意を要する。 
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評価グリッド：タイ国メコン地域における税関リスクマネジメントプロジェクト終了時評価調査結果（タイ） 

1. 実績の検証（ACHIEVEMENT) 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

日本側投入は計画どおり実
施されたか。 

投入実績：専門家派遣状況、研修員受入れ
状況、機材供与実績、経費 

投入実績（専門家派遣、研修･セミナー、機材供与）については合同評価報告書 Annex6～11 を参照。 1-1 
投入実績 

相手国側投入は計画どおり
実施されたか。 

投入実績：C/P 配置状況、施設機材配備状
況、運営費の概要等 

投入実績（C/P 配置、現地活動費）については Annex12、13 を参照。 

アウトプット 現行 PDM(version 1.1)上の指標 
1. Risk Management Action 
Plan for Customs 
clearance, PCA and 
prevention of smuggling is 
carried out. 

1. Action Plan is developed. 
・アクションプランはプロジェクトの POA を指しており、各国税関が自身の業務に使用するアクションプランを日本

人専門家が指導や助言することはスコープに入っていない旨、プロジェクトの専門家より報告された。 
・TCD で独自に作成しているアクションプラン（毎年）の内容：1. Risk Criteria for Import/Export Shipment, 2. 

Improve RM staff(local and Central）annual plan, 3. reduce inspection of shipment、等が RM に関するコン
ポーネントとして含まれている。 

2. The Customs Risk 
Management procedures for 
national level profiling 
are established. 

2-1 Risk indicators and profiles for 
national level profiling developed. 
2-2 Guideline, manuals and materials 
for national level profiling developed.
2-3 The number and quality of training 
courses. 

・（指標 2-1）WCO の方針として本プロジェクト開始前より RM、Risk Indicator を導入した（2000 年）。Indicator
及び Profile は 2002 年に設定（中央 HQ で作成し、各地域で使うために全国展開）。Selectivity Criteria も同
じ時期に作られた。 

・（指標 2-2)EDI（Electronic Data Interchange)システムに関する Guideline（(2003）、User Manual for Profiling 
System（2010)等を独自に策定。プロジェクトの協力でアクセス権を得た BOL のデータベースからの情報は適宜追
加した。 

・(指標 2-3)研修実績は調査小項目 1-1 の Annex 参照。 
・中央レベルからは RM課の若手職員 3名が主に研修に参加した。3名とも RM 課に配属されて間もないこともあり、
研修コースの内容は概して参考になったと報告があった。 

3. The Customs Risk 
Management procedures for 
regional level profiling 
are established. 

3-1 Risk indicators and profiles for 
regional level profiling developed. 
3-2 Guideline, manuals and materials 
for regional level profiling in the 
pilot sites developed. 
3-3 The number and quality of training 
courses. 

・（指標 3-1）：Indicator, Profile ともに中央レベルと並行して設定された（2002 年）。Selectivity Criteria
及び Profile は地域ごとに異なるものが適用されている。Indicato 中央・地方ともに同一のものを使用している。
プロジェクトで実施した研修、セミナーの内容は、これらの改善に適宜参考にされている（特に、情報分析に関す
るセミナー等）。 

・（指標 3-2）：地方に特化したマニュアルはない 
・（指標 3-3）：研修実績は調査小項目 1-1 の Annex 参照。 
・地方税関 RM 担当官の能力向上にあたっては、本プロジェクトのみならず中央レベル職員自らも指導を行った（例．

プロファイリングシステムに関する研修は、毎年地方税関対象に実施している）。プロジェクトの研修内容は地方
税関からの参加者（特に、国境地帯等に配属される職員）にとって有益だった。 

1-2 
アウトプッ
トの達成状
況 

4. IT Profiling system 
related is developed. 

4-1 Completion of developing IT 
profiling system. 
4-2 Necessary information is well 
stored in the system. 
4-3 The number and quality of training 
courses for administration system. 

・指標 4-1,4-2 は、上記アウトプット２及び３の達成状況に対応している。 
・プロジェクト開始前より既存のデータベース有り。プロジェクトの活動を通じ CORPUS のアクセス権を得ることで、

企業情報の更新・改善に役立てられた。 
・CORPUS は BOL という企業が有するデータベースであり、タイ国内の数万社規模の企業財務情報や子会社の情報な
どを得ることができる。これらの情報収集により、貿易会社・輸入会社の分析に活用され、TCD 内システムの企業
情報の更新・改善に活用された。 

プロジェクト目標 現行 PDM(version 1.1)上の指標 1-3 
プロジェク
ト目標の達
成状況 

Customs of Cambodia, 
Thailand and Vietnam will 
acquire the ability to 
efficiently and 
effectivelly develop Risk 
Management towards 
international standard. 

1. The level of officials in charge of 
RM. 
2. The level of improved results of Time 
Release Survey. 

・（指標１）：研修参加した中央レベル C/P は、地方税関職員に技術面のアドバイスや問い合わせに対応できるほど
に能力が向上した。独自の努力により、地方税関職員を対象とする研修も定期的に実施している。 

・(指標２）：（本プロジェクトのみによる結果とは言えないが）所要時間は短縮した。プロジェクトからは専門家
との協議や日本税関の経験の共有を通じ、間接的に貢献した。 
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2.実施プロセス（IMPLEMENTATION PROCESS） 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

2-1 
活動実施状
況 

活動は計画どおり実施されているか。 
活動計画の修正の理由は何か。 

活動の実施状況 
活動修正理由 

・おおむね計画どおりに進捗している。 

2-2 
技術移転 

技術移転の方法に問題はないか。 
それぞれの技術移転の対象者数は。 

各分野における技術移
転の方法やその内容、技
術移転対象者の数と背
景 

・本邦研修、地域・内国研修に参加した C/P の報告によれば、研修内容は RM 概要について広く学ぶとともに、情報
処理など実務にも活用できるものであった。 

2-3 
モニタリン
グ 

プロジェクトの進捗モニタリングは誰が、ど
のように、どのような頻度で実施、その結果
がプロジェクト運営に反映されているか。 

モニタリングの仕組み、
計画の修正内容、手法
（戦略）の見直し、フィ
ードバックの体制 

・PDM は実情の異なる 3カ国の税関に対して共通のプロジェクト目標とアウトプット（4つ）の構成になっているが、
その構成はプロジェクト活動の現実を十分に反映していなかったことが専門家より指摘された。例えば、アウトプ
ット２と３が並列しているが、そもそも中央のプロファイルは地方プロファイルの蓄積から作成されるものであ
り、レベルが異なる。 

・アウトプット４に関しては、タイでは既に既存のシステムがあり、プロジェクト期間中に何をどこまで達成しよう
としているかが PDM 上明確ではなかったことが専門家より指摘された。 

2-4 
意思決定プ
ロセス 

活動の変更、人員・地域の選定等にかかる決
定はどのようなプロセスでなされているの
か。 

意思決定のプロセス、そ
れに起因する問題点 

活動の変更は特に報告されなかった。 

2-5 
関係者との
関わり方 
（コミュニ
ケ ー シ ョ
ン） 

コミュニケーションは良好か。共同して問題
に対処したか。 

コミュニケーションの
頻度、方法、計画変更時
の対応状況、フィードバ
ックの体制、協力内容 

・特に問題なし 
・両国の税関手続きの違い(輸出入の際、日本では後から払うがタイでは事前に払う、等）を認識したうえで日本の
経験も参考にされた。 

2-6 
認識（オー
ナ ー シ ッ
プ） 

C/P のプロジェクトに対する認識は高いか。
（関係機関やターゲットグループのプロジェ
クトへの参加度合いやプロジェクトに対する
認識は高いか。） 

プロジェクトへの理解
度、貢献度合い 

・C/P は本来業務としてリスクマネジメントに取り組んでおり、プロジェクトはその活動を側面的に支援した。活動
のオーナーシップは C/P 側にあるといえる。 

2-7 
C/P の配置 

適切な C/P が配置されているか。C/P の交代
の背景は何か。 

C/P の配置状況、 
C/P 交代の理由 

・PCA 部長の交代があったが、実務・技術レベル C/P はプロジェクト開始時より継続的に関与している。 

2-8 
その他 

その他、プロジェクトの実施過程で生じてい
る問題はあるか。その原因は何か。 

これまで提示された問
題点と原因 

・コンフィデンシャリティの制約について報告があった（4-2 参照）。 
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3.妥当性（RELEVANCE）プロジェクトの実施は妥当であるか。 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

相手国対象地域のニーズに合致しているか。3-1 
必要性 ターゲットグループのニーズに合致している

か 

タイ、カンボジア、ベト
ナム各国の税関 RM に関
する課題、現状 

・2015 年のアセアン統合に向けて、各国は税関手続きの統一をめざしており、3カ国を対象として本プロジェクトで
は各国制度を同一方向に整備することとなりアプローチとして適切である（事前評価表より）。 

 
＜タイ＞ 
・TCD では WCO ガイドラインに準拠したリスクマネジメントを行っており、組織としても PCA を世界レベルに上げる

ことを目的としている。 
相手国の開発政策との整合性はあるか。 タイ、カンボジア、ベト

ナム各国の開発政策、計
画 

<タイ> 
・2006 年 10 月に、「第 10 次国家経済社会開発計画（TFY2007-2011）」が策定されている。そのなかで「5 つの戦略」

として開発の重点分野を以下のとおり設定している。人的資源の開発、地域社会ベースの発展、経済の改革・効率
化、資源・自然環境の保全、行政におけるガバナンスの促進。 

・リスクマネジメントは 1999 年ころより既に導入されており、プロジェクトの活動を通じて TCD の手法が正しい方
向にあることにから自信を深めた。 

･各国援助計画において援助重点分野（カンボジア国「グットガバナンスの推進」、ベトナム国「成長促進」、タイ
国「地域協力」）として位置づけられており、さらに税関分野は国境を越える課題の一つとして東南アジア地域課
題の一つとなっている（事前評価表）。 

＜地域イニシアティブ＞ 
・2007 年 1 月に、2007～2009 年度の 3 年間に ODA を拡充する方針が示されるとともに、「日本・メコン地域パート
ナーシップ・プログラム（2007 年 1 月）」が発表され、そのなかで①地域経済の統合と連携の促進、②わが国と
メコン地域との貿易・投資の拡大、③基本的価値の共有と地域共通の課題への取り組みを柱とする旨、表明されて
いる。 

・「日本 ASEAN 行動計画」（2003 年 12 月）：対 ASEAN 協力の重点分野として、1）ASEAN 統合強化、2）ASEAN 諸国
の経済競争力強化、3）国境を越える問題への対処、を掲げた。このうち ASEAN 統合強化については、域内格差是
正の観点から「メコン地域開発支援」を重視している 

 

3-2 
優先度 

日本の援助政策との整合性はあるか。 日本の援助政策 

<タイ> 
・外務省方針（2006 年 5 月「対タイ経済協力計画」）：技術協力は具体的には「持続的成長のための競争力強化」
「社会の成熟化に伴う問題への対応」について協力を行うこととする。さらに、第三国に対する共同支援：タイと
ともに行う広域協力を積極的に推進する。具体的には、タイ側のイニシアティブも尊重しつつ、「メコン地域開発」
「アジア・アフリカ協力」「紛争終結国の復興支援」を中心に共同協力を推進する。 

・JICA はの支援３重点分野のうち２つ（「持続的成長のための競争力強化」と「第三国に対する共同支援（なかで
もメコン地域開発）」）に資する協力でもある。 

プロジェクトはタイ、カンボジア、ベトナム
各国の税関リスクマネジメント強化に対する
効果を上げる戦略として適切か。（アプロー
チ、対象地域の選定、他ドナーとの援助協調
による相乗効果、等） 

現地既存・日本のノウハ
ウの活用状況、現地の状
況に適した協力形態選
択ができているか 

3-3 
手段として
の適切性 

日本の技術の優位性はあるか。（日本の経験
を生かせているか。） 

日本の技術を用いた指
導実績 

・Trade Facilitation と Customs Control という 2 つの課題に対応するため、リスクマネジメントは有効な手段で
あるといえる。 

・日本関税局の経験は伝えられ、各国の実情に合わせ適宜活用・参考とされた（つまり、日本と対象各国の税関では、
手続き面やシステムの機能にそれぞれ異なる面もあるため、一律に同じ技術がすべてに対応するものでもない）。 

・上記経験の伝達は、コンフィデンシャリティの許す範囲内で行われた。 
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4.有効性（EFFECTIVENESS）プロジェクトの実施により、期待される効果が発現するか。 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

4-1 
プロジェク
ト目標の達
成予測 

プロジェクト目標の達成の見込みはあるか。 プロジェク目標の達成
度合い 

・WCO ガイドラインに準拠したリスクマネジメントを実施しており、国際基準に到達していると判断される。 

アウトプット実施による結果としてもたらさ
れているか 

プロジェクト目標とア
ウトプットの関連 

・Risk Indicator 及び Profile の設定（アウトプット２及び３）は、本プロジェクト開始前の 1999 年に既に実施さ
れており、その後 TCD 独自のイニシアティブにより適宜更新・改善がなされている。このため、これらアウトプッ
トに関する本プロジェクトの貢献度合いは限定的であると判断される。 

アウトプットからプロジェクト目標に至るま
での外部条件は現時点においても正しいか。
外部条件が満たされる可能性は高いか。 

外部条件の影響 ・コンフィデンシャリティ：どの国でもレベルの差はあれこの影響を受けている。このため、具体的事例でなはく概
論（Principle）ではどの様にあるべきかに関する知見の伝達が主となった。 

4-2 
因果関係 

その他、プロジェクト目標の達成を貢献また
は阻害する要因はあるか。 

該当する事例の確認 ・タイでは 1999 年の RM 導入後、その手法は確立段階にあるといえ、RM の情報の取り扱いはコンフィデンシャルな
ものが多く見受けられた。このことは、当該分野で協力活動を実施する阻害要因として報告された。 

      

5.効率性（EFFICIENCY）プロジェクトは効率的に実施されているか。 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

5-1 アウト
プットの達
成度 

アウトプットの達成度は適切か。 各アウトプットの達成
状況 

・調査小項目 1-2 のとおり、すべてのアウトプットは達成またはおおむね達成されたと判断できる。 

アウトプットを産出するために十分な活動及
び投入であったか。 

活動実績、アウトプット
の達成状況 

・C/P によれば、投入は適切であったと報告された。特に上述のデータベースへのアクセス権を得たことで企業情報
の収集や更新が可能となた。 

5-2 
因果関係 

アウトプット達成を阻害している要因はある
か。 

該当する要因の確認 ・税関内でのシステムやデータベースへのアクセス権が一部職員に限られていることに関し、専門家より問題提起が
あった（具体的な阻害要因ではないが、より大きな効果の低減につながる可能性がある）。 

5-3 
タイミング 

計画に沿って活動を行うために、過不足ない
量・質及び適切なタイミングの投入が実施さ
れたか。 

投入実績（質・量） ・プロジェクトの投入はおおむね効率的にアウトプット産出に活用された。活動や投入内容に大きな変更や遅延はな
く、計画に沿った投入が行われた。 

5-4 プロジ
ェクトの運
営管理体制 

プロジェクトの運営体制はプロジェクト活動
推進に効果的になされているか。 
円滑な運営や活動を阻害する要因はあった
か。 

プロジェクトの運営、活
動推進を阻害する要
因・事例の確認 

・ベトナム、タイなどリスクマネジメント制度がある程度確立している国では、その情報（Indicator, Profile 等）
は機密情報として取り扱われている。これは日本でも同様である。このため、具体的な事例による踏み込んだ議論
は双方の国で制約が生じた。 

・専門家によれば、リスクマネジメントの情報をコンフィデンシャルととらえる段階に到達した国は、既に外国から
の支援なく独自に改善する能力を有していると思われる旨、指摘があった。 
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6.インパクト（IMPACT）プロジェクト実施により波及効果はあるか。 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

上位目標 現行 PDM(version 1.1)上の指標 
World class customs risk 
management is implemented 
in the Mekong region to 
facilitate international 
trade and to secure the 
societies from hazardous 
consignments. 

** no indicators 
・プロジェクト目標の International Standard と上位目標の World Class Customs とのレベル感の違いが不明瞭で
あることは、プロジェクト関係者（専門家、C/P 双方）より指摘された。 

・上位目標に対する指標は設定されておらず定性的な情報収集・分析に特化せざるを得ないが、TCD は既に WCO ガイ
ドラインに準拠したリスクマネジメントを実施しており（調査小項目 4-1 参照）、上位目標レベルに向けても正し
い方向に進んでいることがプロジェクト関係者（上記同様）より報告された。 

6-1 
上位目標の
達成見込み 

上位目標の達成を阻害する
要因はあるか。 

該当する事例の確認 ・特に報告されなかった。 

6-2 
因果関係 

上位目標とプロジェクト目
標は乖離していないか。 

プロジェクトのロジック、外部条件の影
響、 
貢献・阻害要因 

・調査小項目 6-1 参照。 

6-3 
社会経済的
影響 

その他、予期しなかった正負
の影響、波及効果はあるか
（政策面、組織面のインパク
ト等含む） 

該当する事例の確認 ・プロジェクトの活動を通じ TCD は自分たちのリスクマネジメント手法により自信を深めた。 

      

7.持続性（SUSTAINABILITY）プロジェクトの効果は、プロジェクト終了後も継続・発展していくか。 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

税関リスクマネジメントにおけるタイ、カン
ボジア、ベトナム各国政府の政策支援は協力
終了後も継続するか。 

各国国家政策における
税関 RM の位置づけ 

・リスクマネジメントを通じた貿易促進と税関管理は、TCD の組織としてのマンデートでもあり、その優先度はプロ
ジェクト終了後にも変化はない。 

7-1 
政策・制度
面 

本プロジェクトの効果が対象地域以外に普及
する取り組みが確保されているか。 
 

対象国以外の近隣諸国
への波及可能性など 

・TCD と GDVC 間で、技術交換を新たに計画している。このほか、モルディブ等近隣諸国との技術交換も計画されて
いる。 

協力終了後も効果を上げていくための活動を
実施するにあたり、対象 3 カンボジア国税関
の組織能力は十分か（人材配置、予算措置等）。

対象 3 カンボジア国税
関、担当部署の組織能力
(人材配置、予算割り当
て等） 

・地方税関職員に対する研修を中央レベル（リスクマネジメント課）は定期的に実施している（年に一度、次回は
2011 年 4月～5月ころを予定）。 

・中央レベル C/P は、日常業務で地方税関職員からの問い合わせに対応しており、適宜リスクマネジメントに関する
助言を行っている。  

7-2 
組織・財政
面 

プロジェクト実施による効果を維持するため
の C/P 機関のオーナーシップは十分に確保さ
れているか。 

C/P のプロジェクトに対
する理解度、貢献度 

・プロジェクト期間中より、TCD の強いオーナーシップにからリスクマネジメント業務が継続されている。 

プロジェクトで伝えられた技術はプロジェク
ト終了後も C/P により維持される見通しはあ
るか。 

C/P の能力、技術力 
これまでの活動状況 

・本邦研修などの成果は参加した C/P により報告書にまとめられ、TCD 内のイントラネットで共有している。 
・このほか、地方税関への研修やアドバイスを通じてその技術も活用されている（上記 7-2 参照）。 
・プロジェクト期間中に、独自の努力で地方税関職員に対する研修を実施し（全 5回、1回当たり約 100 名が参加）、

その際にプロジェクトの研修資料や知見も参照・活用された。 

7-3 
技術面 

資機材の維持管理は適切に行われているか
（C/P が単独でできるようになるか）。 

C/P の技術力、機材整備
状況 

・アウトプット４に関する CORPUS データベースへのアクセス権の継続のための予算措置はまだ確定してはいないが、
重要であるため何らかの措置がとられる見通しであることが C/P より報告された。  

     

注：C/P とはカウンターパートを指す。   
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評価グリッド：タイ国メコン地域における税関リスクマネジメントプロジェクト終了時評価調査結果（ベトナム） 

1. 実績の検証（ACHIEVEMENT） 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

日本側投入は計画どおり実
施されたか。 

投入実績：専門家派遣状況、研修員受入れ
状況、機材供与実績、経費 

・投入実績（専門家派遣、研修･セミナー、機材供与）については合同評価報告書Annex6～11を参照。 1-1 
投入実績 

相手国側投入は計画どおり
実施されたか。 

投入実績：C/P 配置状況、施設機材配備状
況、運営費の概要等 

・投入実績（C/P配置、現地活動費）についてはAnnex12、13を参照。 

アウトプット 現行 PDM（version 1.1）上の指標 
1. Risk Management Action 
Plan for Customs 
clearance, PCA and 
prevention of smuggling is 
carried out. 

1. Action Plan is developed. 
・アクションプランはプロジェクトのPOAを指しており、各国税関が自身の業務に使用するアクションプランを日本
人専門家が指導や助言することはスコープに入っていないことがプロジェクトの専門家より報告された。 

・GDVC独自のアクションプランとして、プロジェクト開始前（2006年ころ）に、規定、ガイドライン・マニュアルに
相当するものが作成された。 

2. The Customs Risk 
Management procedures for 
national level profiling 
are established. 

2-1 Risk indicators and profiles for 
national level profiling developed. 
2-2 Guideline, manuals and materials 
for national level profiling developed.
2-3 The number and quality of training 
courses. 

・GDVCでは、2005年5月ころよりからリスクマネジメント導入の準備が始められた。リスクマネジメント導入にあた
っては、日・英・仏等他国の事例を研究し、2005年12月に全国レベルでの報告書を策定した。リスクマネジメント
に関する更なる協力要請として、JICAに協力を要請した。 

・Selectivity Criteria、Risk IndicatorとRisk Profileはプロジェクト開始前（2006年）に設定された。その情報
に基づいてこれまでリスクマネジメントを実施している。本プロジェクトではこれらを再構築し、より効果的に適
用できるようにした（数は増加したが具体的数値は手元にない、毎年少しずつ改善）。 

・（指標2-2）：リスクマネジメントに関する規定、ガイドライン・マニュアルはそれぞれ2006年に策定され、毎年
少しずつ更新している。本プロジェクトのノウハウはこれらをレビューする際に役立てた。 

・（指標2-3）：中央と地方レベルに分けて研修を実施。中央レベルでは全般的な情報・知識を提供（例．Trader's 
Profile, Central Profile等）、地方では企業の活動分析、Risk Profile作成・利用方法に関するセミナーを実施
した。ベトナム国では2006年よりリスクマネジメント開始したばかりであるため、リスクマネジメントにおいて経
験の深い日本のリスクマネジメント手法と比較できることは参考になった。 

3. The Customs Risk 
Management procedures for 
regional level profiling 
are established. 

3-1 Risk indicators and profiles for 
regional level profiling developed. 
3-2 Guideline, manuals and materials 
for regional level profiling in the 
pilot sites developed. 
3-3 The number and quality of training 
courses. 

・地方税関ではRisk IndicatorとRisk Profileのみ導入（Selectivity Criteriaは中央のみ）。これらは2008年より
設定された。プロジェクトではこれらをOperationする人たちの能力向上を図った（広い経験と知識を得た）。 

・全国33カ所の地方税関のうち、6カ所で未導入（または以前導入したが活用しなかった）だが、残りの27カ所では
導入されている。 

・システムは2006年ころより作られ、中央、地方レベルで別々のシステムがある。Risk Indicatorは中央で作成され
たものは全国（地方税関も含む）で適用するが、この他、各地方ごとのIndicatorやProfileも作成している。 

・本プロジェクトの貢献としては、セミナー・研修に参加したからこれらのIndicator, Profileが設定できたという
直接的なものではないが、プロジェクトのセミナー・研修で学んだ知識も参考にしつつIndicator選択や設定を行
った。 

・（指標3-2）：上記3つの規定、ガイドライン・マニュアルの中で、中央・地方に分けた項目がある。具体的な手順
について詳しく記載しており、実務に参考にしている。 

・（指標3-3）：情報分析、収集に関するセミナー等自分たちの実務に参考になる内容であった。全体的にはRMに関
する概観、一般的な内容が中心テーマとなっており、複数回の研修に参加する参加者にとっては重複するテーマ・
内容も見受けられた。提案としては、よりテーマを絞り込むなどしてより深く・技術的な内容も盛り込んで頂けれ
ば良いと感じた。 

1-2 
アウトプッ
トの達成状
況 

4. IT Profiling system 
related is developed. 

4-1 Completion of developing IT 
profiling system. 
4-2 Necessary information is well 
stored in the system. 
4-3 The number and quality of training 
courses for administration system. 

・ベトナムではアウトプット４については質問票に回答した中央C/P全員が「ほとんど達成できていない」または「達
成できていない」と回答した。その主な理由としては以下が挙げられる（専門家からの報告については「効率性」
（5-4）の記載も参照）。 

 ①開始当初はTrader's Profileに関するシステムの構築が計画されていたが、専門家の交代後にその内容が変更さ
れたこと 

 ②協議・検討が重ねられ最終的に日本側から提案されたシステムはカンボジアで開発するものと同様のものであ
り、GDVCに既存のシステムより機能の劣るものであったため不要と判断された（詳細は以下2-8参照）。 

・（参考）Trader Profile自体は2006年より独自に作成、プロジェクトにより日本の税関の基準も参照し更新したが、
日本・ベトナム税関のシステムの違いから現行システムにこれらをそのまま導入することは（現行システムを取り
やめ、新システムに切り替えるなどしない限り）技術的に不可能な状況であることがC/Pより報告された（このた
め、システム上にはベトナム国独自の基準のみが反映されたものを使用している）。 
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プロジェクト目標 現行 PDM（version 1.1）上の指標 1-3 プロジ

ェクト目標
の達成状況 

Customs of Cambodia, 
Thailand and Vietnam will 
acquire the ability to 
efficiently and 
effectivelly develop Risk 
Management towards 
international standard. 

1. The level of officials in charge of 
RM. 
2. The level of improved results of Time 
Release Survey. 

・3年間の成果、ベトナム国が実施してきたリスクマネジメントの方法とシステムが正しいと自信を持つことができ
た（これは大きな成果の一つだと思う）。 

・国際レベル全体が上がっている、自分たちのレベルも向上したがまだ追いついていない。ソフト面の知識はある程
度得たが、ハード面の改善は1～2年では改善できるものではなく、5～10年は要するものと思考える。 

2.実施プロセス（IMPLEMENTATION PROCESS） 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

2-1 
活動実施状
況 

活動は計画どおり実施されているか。 
活動計画の修正の理由は何か。 

活動の実施状況 
活動修正理由 

・アウトプット４で開発するシステムの内容に変更有り（以下2－5参照） 

2-2 
技術移転 

技術移転の方法に問題はないか。 
それぞれの技術移転の対象者数は。 

各分野における技術移
転の方法やその内容、技
術移転対象者の数と背
景 

・技術移転は月1ベースの短期出張（1週間未満）のほか、各種研修（内国・第三国・本邦）、セミナー（内国・域内）
を通じて行われた。セミナー参加者は中央及び地方レベルのリスクマネジメント担当職員が主な対象者だったが、
その内容は一般的・概論が中心で複数回参加する参加者にとっては内容の重複が見受けられたことも一部報告され
た。対象者が皆リスクマネジメントを実務レベルで担当していることも鑑み、より技術面での踏み込んだ内容もセ
ミナーに盛り込まれればより良いものになるという意見も聞かれた。 

・専門家とのインタビューによれば、セミナー、研修は1年目はリスクマネジメント概観（初歩レベル）、2～3年目
はシステムデータ処理、企業情報、データ分析（3年目）とレベルの違いは設けた。しかしながら、研修は参加者
全体（初歩レベルも含む）全体のレベルを上げることを目的としており、リスクマネジメントの実務にある程度経
験のあるC/Pには物足りない内容であったという指摘は理解できるものである。 

・Risk Indicatorの選定や設定、Risk Profileの設定などに関しより広い視野で業務に携わることができ、実務に参
考になる知見も提供された。 

・研修ニーズとのマッチングについては、項目5-3も参照のこと。 
2-3 
モニタリン
グ 

プロジェクトの進捗モニタリングは誰が、ど
のように、どのような頻度で実施、その結果
がプロジェクト運営に反映されているか。 

モニタリングの仕組み、
計画の修正内容、手法
（戦略）の見直し、フィ
ードバックの体制 

バンコクに拠点を置く専門家が、毎月1回ベースでベトナムを訪問し、活動の進捗を確認した。 
・カンボジア、タイのリスクマネジメント担当者との意見交換：各税関との情報交換の場は少なかったが、他国と比

較してベトナム国税関の位置づけを再認識できた。特にタイ国税関から学ぶことが多かった。カンボジア・ラオス･
ミャンマー税関はベトナム国より遅く導入したが、リスクマネジメントの導入にあたり課題の事例などこれらの国
から学ぶこともあった。 

2-4 
意思決定プ
ロセス 

活動の変更、人員・地域の選定等にかかる決
定はどのようなプロセスでなされているの
か。 

意思決定のプロセス、そ
れに起因する問題点 

・活動の変更に際しては、C/Pとの協議・検討のもとで進められた。 

2-5 
関係者との
関わり方 
（コミュニ
ケ ー シ ョ
ン） 

コミュニケーションは良好か。共同して問題
に対処したか。 

コミュニケーションの
頻度、方法、計画変更時
の対応状況、フィードバ
ックの体制、協力内容 

・基本的に良かった。こちらの要望と日本側が応えられることとに制約があったということに尽きると思う。 

2-6 
認識（オー
ナ ー シ ッ
プ） 

C/P のプロジェクトに対する認識は高いか。
（関係機関やターゲットグループのプロジェ
クトへの参加度合いやプロジェクトに対する
認識は高いか。） 

プロジェクトへの理解
度、貢献度合い 

・プロジェクトの活動（プロファイルの作成、システム開発など）はすべてGDVCが主導で進めてきたものを基盤にし
ている。プロジェクトではこれらの内容の更新・改善に資する知識向上を研修・セミナーや月に一度の訪問を通じ
て実施しており、オーナーシップはC/P側にあるといえる。 

2-7 
C/P の配置 

適切な C/P が配置されているか。C/P の交代
の背景は何か。 

C/P の配置状況、 
C/P 交代の理由 

・今般インタビュー調査した中央・地方レベルのC/Pのほとんどがプロジェクト開始当初または1年目から現在まで一
貫してプロジェクトに関わっており、活動内容の理解や専門性も有していると判断できる。 

2-8 
その他 

その他、プロジェクトの実施過程で生じてい
る問題はあるか。その原因は何か。 

これまで提示された問
題点と原因 

【軌道修正（アウトプット４）】 
・2007年にプロジェクト準備期間中に日本のCISと同じようなシステムの開発を要請した。開始当初の専門家からは
予算的制約もあることが指摘され、Trader Profile（企業データベース）を作ることになった。本アウトプットに
関しては専門家の交代に伴いどのようなシステムを作るかについて方向転換があった。協議、検討が進められた結
果最終的にはカンボジアで開発しているものと同様なシステムの開発が日本側より提案されたが、そのような内容
であればGDVCにある既存のシステムより機能が劣ってしまうものであるので作る必要はないと判断した。この背景
には、双方のシステムに関する共通理解不足もこの背景にはあったものと思われる。 
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3.妥当性（RELEVANCE）プロジェクトの実施は妥当であるか。 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

相手国対象地域のニーズに合致しているか。 タイ、カンボジア、ベト
ナム各国の税関リスク
マネジメントに関する
課題、現状 

3-1 
必要性 

ターゲットグループのニーズに合致している
か 

タイ、カンボジア、ベト
ナム各国の税関リスク
マネジメントに関する
課題、現状 

・2015年のアセアン統合に向けて、各国は税関手続きの統一をめざしており、3カ国を対象として本プロジェクトで
は各国制度を同一方向に整備することとなりアプローチとして適切である（事前評価表より）。 

＜ベトナム＞ 
・Customs Modernisation Strategy（up to year 2010）の中でリスクマネジメントについて言及。現在、2011～2015
までの戦略を作成中。2020年までのビジョンも策定中。そのなかで4つの重点分野の一つがリスクマネジメント（財
務省の戦略）。 

・財務省のDecision48、GDVCのDecision35, 68などはプロジェクトの方向性とも合致。 

相手国の開発政策との整合性はあるか。 タイ、カンボジア、ベト
ナム各国の開発政策、計
画 

<ベトナム> 
・2001年に策定された「社会経済開発10カ年戦略（2001-2010）」では、2020年までに工業国への転換を遂げるとの

ビジョンを掲げて、①国際経済社会への一層の統合及び工業化・都市化の進展による年平均7％の経済成長の達成、
②公平性確保のための地域間格差是正と貧困削減を主要政策目標としている。 

・「社会経済開発5カ年計画（2006-2010）」：「経済」「社会」「環境」を柱としている。 
･各国援助計画において援助重点分野（カンボジア「グッドガバナンスの推進」、タイ「地域協力」、ベトナム「成
長促進」）として位置づけられており、さらに税関分野は国境を越える課題の一つとして東南アジア地域課題の一
つとなっている（事前評価表）。 

＜地域イニシアティブ＞ 
・2007年1月に、2007～2009年度の3年間にODAを拡充する方針が示されるとともに、「日本・メコン地域パートナー
シップ・プログラム（2007年1月）」が発表され、その中で①地域経済の統合と連携の促進、②わが国とメコン地
域との貿易・投資の拡大、③基本的価値の共有と地域共通の課題への取り組みを柱とする旨、表明されている。 

・「日本ASEAN行動計画」（2003年12月）：対ASEAN協力の重点分野として、1）ASEAN統合強化、2）ASEAN諸国の経済
競争力強化、3）国境を越える問題への対処、を掲げた。このうちASEAN統合強化については、域内格差是正の観点
から「メコン地域開発支援」を重視している 

3-2 
優先度 

日本の援助政策との整合性はあるか。 日本の援助政策 

<ベトナム> 
・外務省方針（2004年国別援助計画）：成長促進、生活・社会面での改善、制度整備の3分野を重点分野。 
・JICA支援重点分野である①経済成長促進・国際競争力強化、②社会・生活面の向上と格差是正、③環境保全、④ガ

バナンス強化の4本柱の①に資する協力。 
プロジェクトはタイ、カンボジア、ベトナム
各国の税関リスクマネジメント強化に対する
効果を上げる戦略として適切か。（アプロー
チ、対象地域の選定、他ドナーとの援助協調
による相乗効果、等） 

現地既存・日本のノウハ
ウの活用状況、現地の状
況に適した協力形態選
択ができているか 

3-3 
手段として
の適切性 

日本の技術の優位性はあるか。（日本の経験
を活かせているか。） 

日本の技術を用いた指
導実績 

・Trade FacilitationとCustoms Controlという2つの課題に対応するため、リスクマネジメントは有効な手段である
といえる。 

・日本関税局の経験は伝えられ、各国の実情に合わせ適宜活用・参考とされた（つまり、日本と対象各国の税関では、
手続き面やシステムの機能にそれぞれ異なる面もあるため、一律に同じ技術がすべてに対応するものでもない）。 

・上記経験の伝達は、コンフィデンシャリティの許す範囲内で行われた。 
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4.有効性（EFFECTIVENESS）プロジェクトの実施により、期待される効果が発現するか。 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

4-1 
プロジェク
ト目標の達
成予測 

プロジェクト目標の達成の見込みはあるか。 プロジェク目標の達成
度合い 

・（指標１）：質問票では全員が能力が非常に強化されたと回答。自分自身が知識を広げられ、リスクマネジメント
をより深く理解できた。リスクマネジメントオペレーションプロセスや政策も考えることができ、GDVCにおけるリ
スクマネジメントを完成できた。ほかに、リスクマネジメント担当職員にも教えることができた。リスクマネジメ
ント深く理解、業務にも適用された。 

・（指標２）：統計資料によれば、通関時間は１ロット（consigment, declearance）に対し1時間程度短縮した（2010
年末時点。通関が管理するデータ）全国レベル平均。Inspection/Examination比率は22～23％から現在は16％に減
少〔目標値：20％以下、2009年時点、2011年は16％程度になる可能性はある。（中央、地方ともに）〕。 

アウトプット実施による結果としてもたらさ
れているか 

プロジェクト目標とア
ウトプットの関連 

・上記の指標2が改善した背景には、本プロジェクトからの貢献も一部あるが、財務省あるいはGDCVの組織としても
本数値の削減をめざしてきたことから、プロジェクト以外の要素も複数存在する（例えば、リスクマンIIが完成し
始動したことも16％に減少した大きな要素）。 

4-2 
因果関係 

その他、プロジェクト目標の達成を貢献また
は阻害する要因はあるか。 

該当する事例の確認 ・アウトプット４で開発するシステムがどのようなものであるのかにつき、詳細な内容がPDMには記載されていない。
その前提となるべき準備段階において、ベトナムで既に導入されているシステムに関しての現状認識が綿密になさ
れていなかった（リスクマンというシステムの存在が2010年3月まで専門家側には認識されていなかった）。 

      

5.効率性（EFFICIENCY）プロジェクトは効率的に実施されているか。 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

5-1 アウト
プットの達
成度 

アウトプットの達成度は適切か。 各アウトプットの達成
状況 

・Risk IndicatorやProfileの設定（アウトプット２及び３）については、本プロジェクト開始前である2006年より
実施されており、その後プロジェクトで得た知見を参考にしつつこれらの改善がなされた。アウトプット４の達成
度については調査小項目１－２を参照されたい。 

アウトプットを産出するために十分な活動及
び投入であったか。 

活動実績、アウトプット
の達成状況 

・活動はアウトプット４にかかる変更を除いてはほぼ予定どおりに実施された。なお、短期の訪問やセミナーを主と
した技術移転の活動に関して確認された課題については、調査小項目2－2を参照されたい。 

5-2 
因果関係 

アウトプット達成を阻害している要因はある
か。 

該当する要因の確認 ・Trader Profile：作成にあたり、地域内の重要な企業を収集したことが主。企業情報収集は各省、市の税関局が担
当、それらの情報を送ってもらいデータベースに入力している。プロジェクト研修により経験を得た（企業の評価
の仕方など）。 

・ただし、プロジェクトで紹介されたTrader Profileに関する日本税関の経験は優れているが、ベトナムとの評価方
法が違うため今のシステムをすべて日本のものを導入するかしない限り、取り入れることができなかった（例えば、
同じ結果を出すために計算式が違うようなイメージ） 

5-3 
ニーズとの
マッチング 

計画に沿って活動を行うために、過不足ない
量・質及び適切なタイミングの投入が実施さ
れたか。 

投入実績（質・量） ・C/P側はリスクマネジメントの実務に関する踏み込んだ指導を期待していたが、投入された長期専門家のバックグ
ランドに鑑み実務面での踏み込んだ議論には制約が生じた。 

5-4 プロジ
ェクトの運
営管理体制 

プロジェクトの運営体制はプロジェクト活動
推進に効果的になされているか。 
円滑な運営や活動を阻害する要因はあった
か。 

プロジェクトの運営、活
動推進を阻害する要
因・事例の確認 

・アウトプット４でどのようなシステムを開発するかに関して、ベトナム側では以前要請を挙げたより包括的なシス
テム（日本のCISに該当する規模のもの）が作られると理解していたが、専門家側ではカンボジアで開発するCRMDS
を想定していた。CRMDSの規模であれば、既にベトナムにはそれに相当する、もしくはより機能の高い独自のシス
テム（Riskman）を有していたが、その存在について双方で十分な共通理解を有していなかった。 

・上記により、アウトプット４下で予定していたITシステム開発は中止されるに至り、GDVC独自の努力で既存システ
ムのアップグレードが行われた。 
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6.インパクト（IMPACT）プロジェクト実施により波及効果はあるか。 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

上位目標 現行 PDM（version 1.1）上の指標 
World class customs risk 
management is implemented 
in the Mekong region to 
facilitate international 
trade and to secure the 
societies from hazardous 
consignments. 

** no indicators 
・プロジェクト目標のinternational standardと上位目標のWorld Class Customsとのレベル感の違いが不明瞭であ

ることは、プロジェクト関係者（専門家、C/P双方）より指摘された。 
・上位目標に対する指標は設定されておらず定性的な情報収集・分析に特化せざるを得ないが、GDVCからの報告によ

れば上位目標レベルに向けても正しい方向に進んでいることが確認された。 

6-1 
上位目標の
達成見込み 

上位目標の達成を阻害する
要因はあるか。 

該当する事例の確認 ・特になし 

6-2 
因果関係 

上位目標とプロジェクト目
標は乖離していないか。 

プロジェクトのロジック、外部条件の影
響、貢献・阻害要因 

・調査小項目6-1を参照のこと。 

6-3 
社会経済的
影響 

その他、予期しなかった正負
の影響、波及効果はあるか
（政策面、組織面のインパク
ト等含む） 

該当する事例の確認 ・他部署との関係が強化された（通関部：Customs Supervision Dept. of GVDC）ほか、と関連する各省庁との関係
（①入国管理局：Immigration Dept.や②Customs Supervision Dept.輸出入監視管理局）との関係や情報交換が強
化された。 

・プロジェクトの活動を通じGDVCは自分たちのリスクマネジメント手法により自信を深めた。 
・この他、通関手続きに要する時間短縮は企業側にもメリットがあるとC/Pより指摘があった。 

      

7.持続性（SUSTAINABILITY）プロジェクトの効果は、プロジェクト終了後も継続・発展していくか。 

調査小項目 調査の視点/調査事項 必要なデータ 調査結果 

税関リスクマネジメントにおけるタイ、カン
ボジア、ベトナム各国政府の政策支援は協力
終了後も継続するか。 

各国国家政策における
税関リスクマネジメン
トの位置づけ 

・上述のとおり、GDVCは現在2011～2015までの戦略及び長期2020年までのビジョンも策定中しており、リスクマネジ
メントは4つの重点分野の一つである。 

7-1 
政策・制度
面 

本プロジェクトの効果が対象地域以外に普及
する取り組みが確保されているか。 
 

対象国以外の近隣諸国
への波及可能性など 

TCDとGDVC間で、技術交換を新たに計画している。 

7-2 
組織・財政
面 

協力終了後も効果を上げていくための活動を
実施するにあたり、対象 3 カ国税関の組織能
力は十分か。（人材配置、予算措置等） 

対象 3カ国税関、担当部
署の組織能力 
（人材配置、予算割り当
て等） 

・財務省からのアドバイスにより、リスクマネジメント局設立の構想あり（今はリスクマネジメント課、ある局の１
つだが、2011年中に局に格上げする見通し。現在16名→60～80名に拡大する計画がある（新規雇用+他部署から移
動）。（参考：日本税関の中央レベル76名と聞いており、同規模まで拡大することが決断された）。 

・プロジェクト期間中より、GDVCの強いオーナーシップによりリスクマネジメント業務が継続されている。 
7-3 
技術面 

プロジェクトで伝えられた技術はプロジェク
ト終了後も C/P により維持される見通しはあ
るか。 

C/P の能力、技術力 
これまでの活動状況 

・上記の職員数増加に伴い（調査小項目7-2参照）、新規採用職員の研修を部署内で予定している。その際、本プロ
ジェクトの研修教材を初心者にも理解しやすいように、かつベトナム国の現状により適用させるなどし、活用でき
る見込み。  

     
注：C/P とはカウンターパートを指す。   

 
 



Regional Cooperation Project on Risk Management for Customs in Mekong Region 
Questionnaire for Terminal Evaluation (Counterpart at the Central Level from GDCE, GDVC, and TCD) 

 
This is a questionnaire for the Terminal Evaluation of the “Regional Cooperation Project on Risk Management for Customs in Mekong Region”, 
that has been implemented from February 2008 ～March 2011. This questionnaire is designed in accordance with JICA’s standard evaluation 
methodology which is regularly applied to evaluate JICA funded technical cooperation projects. The evaluation will be conducted with reference 
to the project objectives as summarized in the Project Design Matrix (PDM), which is attached separately to this questionnaire. Data gathered 
through this questionnaire will be dealt as CONFIDENTIAL and sent for analysis by an external consultant hired by JICA.  
 
An Evaluation Mission will visit Cambodia, Vietnam and Thailand during 13 February to 25 February 2011 to conduct further interviews to 
obtain your views. Nevertheless, this is an opportunity for you to reflect your individual opinion. Thus, we would appreciate it very much if you 
will fill out the questionnaire, reflecting your frank opinions/thoughts. Thank you very much in advance for your kind attention and cooperation. 
 
The due date for the questionnaire is Monday, 14th February, 2011. 
When completed, it would be much appreciated if you could send it via: 
1) E-mail (digital version) directly to the evaluation consultant 
(Ms. Yuko Tanaka,);   or 
2) Bring a hard copy to respective JICA Office indicated as follows: JICA Cambodia Office (attn. Mr. Lyda and/or Ms. Kobayashi) 
               JICA Vietnam Office (attn. Mr. Murooka) 
               JICA Thailand Office (attn: Ms. Sato)  
 
＜INSTRUCTIONS on how to fill out the Questionnaire＞ 
 
① Kindly start with filling your name(optional), position and organization, as well as the date (month and year) when you started work with 

the captioned Project.  
 
② For multiple choice questions, kindly select one answer (grade box 1,2,3,4,5 and 6) that would represent the most to your idea to each 

question and check the relevant box with a ‘X’. For open-ended questions, kindly elaborate your reasons/ comments. If you don’t know the 
answer for a question, kindly select number 6. 

 

※ If you have further questions, please feel free to contact the evaluation consultant  

 



1 
 

０．About yourself 

0.1 Name (optional): 

0.2 Position and organization: 

0.3 Date started to work with the captioned Project: since              /          (month/ year) 
 
１．About the achievement of the Project (with reference to PDM version 1.1) 

Items QUESTIONS Your ANSWER 
 
 

Please explain reasons for your answer and/or any additional 
comments. 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 1-1-1 
Risk Management Action Plan for Customs 
clearance, PCA and prevention of 
smuggling is successfully carried out by 
your department. (Output 1) 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 1-1-2 
Customs Risk Management procedures for 
national level profiling are established 
within your department. (Output 2) 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 1-1-3 
Customs Risk Management procedures for 
regional level profiling are established 
within your department. (Output 3) 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

1-1 
Achievement of 
Outputs as per 
PDM version 
1.1 

1-1-4 
IT profiling system related is fully 
developed within your department. 
(Output 4) 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 1-2-1 
Customs in your country currently acquires 
the ability to efficiently and effectively 
develop Risk Management towards 
international standard. 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

1-2 
Achievement of 
Project Purpose 
as per PDM 
version 1.1 

1-2-2 
There are factors that inhibited the 
achievement of the above Project Purpose 
and/or Outputs. (please specify) 

      

 

 

Not 
at all

Very 
much 

More 
or less Don’t 

know
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２．About the Implementation Process 
Items QUESTIONS Your ANSWER 

 
 

Please explain reasons for your answer and/or any additional 
comments. 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 2-1 
Progress of 
activities 

2-1-1 
Almost all the activities have been 
implemented as planned.       

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 2-2 
Technical 
transfer 
 

2-2-1 
Technical transfers from Japanese 
expert(s) have been adequately made.       

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 2-3 
Communication 
among 
stakeholders 

2-3-1 
Communications among counterparts and 
Japanese experts, as well as other related 
stakeholders have been smooth and 
effective. 

      

 

 

３．Five Evaluation Criteria 

Items QUESTIONS Your ANSWER 
 
 

Please explain reasons for your answer and/or any additional 
comments. 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 3-1 
Relevance 

3-1-1 
The Project objectives and strategies still 
match the needs of the target groups (i.e. 
Customs Department in respective 
countries).  

      

 

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 3-2-1 
Capacity of Customs Officers in your 
department has been strengthened through 
the Project. 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

3-2 
Effectiveness 

3-2-2 
The results of Time Release Survey have 
been improved through the Project. 
 

      

 

Not 
at all

Very 
much 

More 
or less Don’t 

know

Not 
at all

Very 
much 

More 
or less Don’t 

know
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１ ２ ３ ４ ５ ６ 3-3-1 

The inputs made by Japanese side have 
been adequate in terms of its quantity, 
quality and the timing. 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

3-3 
Efficiency 

3-3-2 
The inputs made by Cambodia, Vietnam 
and/or Thailand side have been adequate in 
terms of its quantity,  quality and the 
timing. 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 3-4-1 
The Overall goal as per PDM version 1.1 
“World class customs risk management is 
likely to be fully implemented in the 
Mekong region within 3-5 years from now. 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

3-4 
Impact 

3-4-2 
There are some policy and/or 
socio-economical impacts (either positive 
and/or negative impacts) caused by the 
Project implementation. 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 3-5-1 
The Customs Risk Management is likely to 
remain as one of the priority areas in your 
respective government after the 
termination of the Project 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 3-5-2 
The Customs Department in your 
respective country has institutional 
capacity (both human and financial 
resources) in order to maintain the effects 
of the Project after its termination. 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

3-5 
Sustainability 

3-5-3 
The techniques introduced by the Japanese 
experts can be continuously utilized after 
the termination of the Project. 

      

 

Thank you very much for your cooperation!  



Regional Cooperation Project on Risk Management for Customs in Mekong Region 
Questionnaire for Terminal Evaluation (Counterpart at the Local Project Sites of GDCE, GDVC, and/or TCD) 

 
This is a questionnaire for the Terminal Evaluation of the “Regional Cooperation Project on Risk Management for Customs in Mekong Region”, 
that has been implemented from February 2008 ～March 2011, designed for those Customs Officers stationed in the Local Project Sites in each 
respective target countries of the captioned Project. 
 
An Evaluation Mission will visit Cambodia, Vietnam and Thailand during 13 February to 25 February 2011 to conduct further interviews to 
obtain your views. We would appreciate it very much if you will fill out the questionnaire.  
 
The due date for the questionnaire is Monday, 14th February, 2011. 
When completed, it would be much appreciated if you could send it via: 
1) E-mail to Mr. Tomoyuki Irie  (sametime, CC to Ms.Tanaka,);   or 
2) Bring a hard copy/Send by Fax to respective JICA Office indicated as follows:  

JICA Cambodia Office (attn. Mr. Lyda and/or Ms. Kobayashi) 
        JICA Vietnam Office (attn. Mr. Murooka) 
        JICA Thailand Office (attn: Ms. Sato)  
 
＜INSTRUCTIONS on how to fill out the Questionnaire＞ 
 
① Kindly start with filling your name(optional), position and organization, as well as the date (month and year) when you started work with 

the captioned Project.  
 
② For multiple choice questions, kindly select one answer (grade box 1,2,3,4,5 and 6) that would represent the most to your idea to each 

question and check the relevant box with a ‘X’. For open-ended questions, kindly elaborate your reasons/ comments. If you don’t know the 
answer for a question, kindly select number 6. 

 

※ If you have further questions, please feel free to contact the evaluation consultant  

 



1 
 

 
１．Your participation with the Project 
Please provide information regarding your involvement with the captioned Project. 

1) Name:                   2)Organisation/ Position:               
3) Name of the Pilot Site:                  
4) Since when you were involved with the Project activities?: since    (month),      (year) 
5) Please list the title(s) of the training course you have participated in the following:   
                                                                  
                                                                  
                                                                  
 

2. About the achievement of the Project 
Please mark with “X” the most appropriate box that represent your opinion. 

QUESTIONS Your ANSWER 
 
 

Please explain reasons for your answer and/or any additional 
comments. 

１ ２ ３ ４ ５ ６2-1 
Risk indicators and profiles for your 
site has been developed or improved 
through the implementation of the 
Project. 

      
 
 
 

１ ２ ３ ４ ５ ６2-2 
Guidelines, manuals and materials for 
regional level profiling in your sites 
have been developed or improved 
through the implementation of the 
Project. 

      
 

Not 
at all

Very 
much

More 
or less Don’t 

know



2 
 

 
QUESTIONS Your ANSWER 

 
 

Please explain reasons for your answer and/or any additional 
comments. 

１ ２ ３ ４ ５ ６2-3 
Training courses provided by the 
Project have been useful in order to 
strengthen capacity of customs officers 
to implement better risk management 
at the site(s). 

      
(if yes, please explain more in details) 
 
 

１ ２ ３ ４ ５ ６

      

2-4 
Techniques for customs risk 
management at the sites introduced 
by the Project can be utilised 
continuously even after the 
termination of the Project. 

      

 
 
 
 
 

2-5 
If you have further comments on the 
captioned Project, please write them 
here. 

（Further comments）） 
 
 
 

 

Thank you very much for your cooperation!  

Not 
at all

Very 
much

More 
or less Don’t 

know



タイ国「メコン地域における税関リスクマネジメントプロジェクト終了時評価調査」 
終了時評価のためのアンケート（日本人専門家） 

 

この度、標記案件の終了時評価が実施されるにあたり、評価調査団の一員として JICA が雇用する外部コンサルタントが、本プロジェクトで活動される方々に個別に、もし

くはグループにてインタビューをさせて頂くことになりました。その準備として、以下のアンケートにご回答の上、以下の送付先までご返信頂ければ幸いです。 

 
◆送付先 ：（株）VSOC 田中祐子宛  
      ※電子メールでご返信お願い致します。 
◆提出期限：２０１１年２月１４日（月）まで 
※ ご回答は現地調査時に予定しておりますインタビューの際にもお手数ですがプリントアウトの上、お持ち頂ければ幸甚です。 
 

今般の調査において、プロジェクト活動の実施によりどのようにアウトプットが産出されつつあるのか、またプロジェクト目標が達成される見込みがどの程度あるのかを主

要な点として確認する予定ですが、以下の質問は実績・実施プロセスに続いて、JICA が全てのプロジェクト管理・評価に導入している PCM 手法の評価 5 項目の順に沿って

並べてあります。敢えて確認のために再度伺う質問もあろうかと思いますが、なにとぞご理解のほど、お願い申し上げます。 

＜アンケートの記入方法について＞ 

①本プロジェクトでの担当分野名をご記入の上、以下該当する位置（選択する番号の下にある空欄）に○印を入れて下さい。また、そのように判断された理由、根拠につ

いて、右側の欄にごく簡単に書き入れて下さい（詳細はインタビューの際に伺うことが可能です）。 

②１から５の番号ですが、回答欄左側にある「評価設問に対する回答文」に対しどの程度同意するか、【１：全く同意しない、２：同意しない、３：どちらとも言えない、

４：同意する、５：強く同意する】の 5 段階で示して下さい。なお、わからない場合は、6 番を選択してください。 

なお、個々人の回答の内容に関しては、秘密は厳守致します。プロジェクトの活動にてお忙しいところ大変恐縮ですが、重ねてご協力のほど、どうぞよろしくお願い申し上

げます。 
コンサルタント団員：株式会社 VSOC 田中 祐子         

                                                       
                                                      



 
 

０．ご自身について 

0.1 お名前（任意）： 

0.2 ご担当分野： 

0.3 派遣時期、期間： 
 
１．プロジェクトの実績達成状況 (PDM version 1.1 参照下さい) 

設問大項目 評価設問に対する回答文 回答を選択してください。 
 
 

 
そう判断された根拠・理由など、簡単にご記入ください。 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 1-1-1 
リスクマネジメントアクションプランは対象

3 カ国で作成された (Output 1)       

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 1-1-2 
対象 3 カ国においてプロジェクトにより、中

央レベルのリスクマネジメント実施体制が整

備された (Output 2) 
      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 1-1-3 
対象 3 カ国においてプロジェクトにより、地

方モデルサイトのリスクマネジメント実施体

制が整備された(Output 3) 
      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

1-1  アウトプ

ットの達成度 

1-1-4 
対象 3 カ国においてプロジェクトにより、リ

スクマネジメント情報データベースが開発さ

れた(Output 4) 
      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 1-2-1 
プロジェクトを通して、カ国、ベ国及びタ国

の税関が、国際基準に合致した税関リスクマ

ネジメントを効率的、効果的に実施する能力

を獲得した。 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

1-2 
プロジェクト目

標の達成度 

1-2-2 
上記のアウトプットまたはプロジェクト目標

を阻害する要因がある。       

（ある場合は、具体的に記載願います。） 

 

全く同意

しない

強く同意 
する

どちらとも 
言えない 分から

ない



 
 

２．実施プロセス 
設問大項目 評価設問に対する回答文 回答を選択してください。 

 
 

 
そう判断された根拠・理由など、簡単にご記入ください。 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 2-1 
活動の実施状況

2-1-1 
活動はほぼ計画とおりに順調に進捗した。 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 2-2 
技術移転の方法

 

2-2-1 
専門家による CP への技術移転は適切に実施

された。       

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 2-3 
関係者とのコミ

ュニケーション

2-3-1 
対象 3 カ国の CP,、専門家、およびその他関

係者間のコミュニケーションは円滑に行われ

た。 
      

 

 

３．評価 5 項目について 

設問大項目 評価設問に対する回答文 回答を選択してください。 
 
 

 
そう判断された根拠・理由など、簡単にご記入ください。 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 3-1 
妥当性 

3-1-1 
本プロジェクトはターゲットグループ（対象

3 カ国の関税当局）のニーズに合致したもの

である。  
      

 

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 3-2-1 
プロジェクトを通し、対象 3 カ国の関税当局

職員の能力は目覚しく向上した。       

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

3-2 
有効性 

3-2-2 
プロジェクトを通し、対象 3 カ国の関税当局

による”Time Release Survey”の結果は目覚

しく改善した。 
      

 

全く同意

しない

強く同意 
する

どちらとも 
言えない 分から

ない

全く同意

しない

強く同意 
する

どちらとも 
言えない 分から

ない



 
 

 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 3-3-1 

プロジェクトの日本側の投入（専門家の派遣、

研修員受入、機材、現地活動費）は、プロジ

ェクトの活動計画に沿ってタイミングよく投

入されている。 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

3-3 
効率性 

3-3-2 
プロジェクト実施に必要な相手国側投入（人

員、施設、維持管理費等）が、プロジェクト

の活動計画に沿ってタイミングよく投入され

ている。 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 3-4-1 
上位目標「カ国、タ国及びベ国の税関が、税

関リスクマネージメントを導入する」はプロ

ジェクト終了後 3-5 年後までに達成される見

通しが高い。 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

3-4 
インパクト 

3-4-2 
プロジェクトの実施により、上位目標以外の

正負のインパクトが生じている（具体的にあ

れば、右欄に記入してください） 
      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 3-5-1 
税関リスクマネージメントは対象 3 カ国にお

いてプロジェクト終了後も引き続き政府の優

先課題の一つに位置づけられる見通しが高

い。 

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 3-5-2 
対象 3 カ国の関税当局は、本プロジェクトの

効果を終了後も維持し続ける組織能力（人材

および財政面を含む）を十分に有している。

      

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

3-5 
自立発展性 

3-5-3 
専門家により伝えられた税関リスクマネージ

メントに関する技術は、プロジェクト終了後

も対象 3 カ国の関税当局職員により引き続き

実践されてゆく見通しが高い。 

      

 

ご協力ありがとうございました。 
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